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　はしがき一問題の所在
　周知の通り，商業資本は，資本主義的生産の
総過程上で，生産過程を担う産業資本と同時併
存して対等平等な資格でともに社会的総剰余価
値の配分に参加する．「資本論」第Ⅲ巻第四篇
第16章「商品取扱資本」の規定によれば，商業
資本は，概念上，社会的総資本の中で流通過程
上に恒常的に存在する商品資本が産業資本その
ものから分離独立して一つの自立的な資本種類
となったものにほかならない．商業資本とは，
まさに，一つの独立した資本種類として流通過
　　　　　　　　　’●●●　●●●●　●程上で自己増殖する社会的な商品資本である．
因みに，「資本論」第ｍ巻第四篇での「商人資
本９概念規定」(Kapi£?，Ⅲ, S.279)は，
商業資本（商人資本）が産業資本に対してもつ
同一性と差別性との総計をもって与えられる（ｏ．
商業資本の実体が社会的な商品資本であること
が商業資本の産業資本に’対してもつ概念的同一
性をなし，社会的商品資本がそれ自体として産
業資本から自立化して一つの独立した資本種類
.として自己増殖することが商業資本の産業資本
に対してもつ概念的差別性を形成する．
　そこで，先ず第一に，商業資本が産業資本に対
してもつ同一性の面に着目すれば，Ｇ－Ｗ－Ｇ’
という固有な運動形態をとる商業資本は，「前
貸しした貨幣資本の特殊な価値増殖」（ぷ＆，
S.282,圏点一頭川）として現われることから，
なにゆえに商業資本の本質的な構成要素が社会的
商品資本であると規定できるのかというごくプリ
　ミティブな疑問がわれわれに生まれる．そもそも，
商業資本の実体が社会的商品資本であるというマ
ルクスの規定は，Ｇ－Ｗ－Ｇ’という商業資本の
運動形態の全部が社会的商品資本の運動する際
の単なる姿態であることの規定であるからであ
る(2)商人の手中にある商品資本Ｗは，それ自
体二つの姿態を着脱して自己増殖する商業資本の
とる一存在形態にすぎない．商人の手中に存在す
る商品力祁丿人にとって商品資本であるというのは，
商品形態にある資本をもって商品資本と規定する
同義反復にすぎない．いうまでもなく，商業資本
の実体が社会的商品資本であることを証明する
際, G-W-G'という商業資本の全運動か社
会的総資本中の商品形態の貨幣形態への転化
W―G'に等しいというだけでは必ずしも十
分ではない．というのも，商業資本の固有な機，
能である社会的な商品資本の実現は，文字通り，
商業資本の本質的な構成要素が社会的商品資本
であることに規定されて生じる独自な役割であ
るからにほかならない／商業資本の実体が社会
的商品資本であるがゆえにこそ，商業資本は社
会的商品資本の実現を固有な機能とするという
規定関係に立つのである．「商人が行なう操作
は，およそ生産者の商品資本を貨幣に転化させ
るためにしなければならない操作すなわち流通・
再生産過程での商品資本の機能を媒介する操作
以外のなにものでもない.」（ibid.j S.281)
従って，商業資本の固有な機能が社会的商品資本
の実現にあることを前提とした上でもなおかつ商
業資本の実体が社会的商品資本であるという一命
題は，それ独自の証明を必要とするように思われ
る．それゆえ，商業資本の実体が社会的商品資本
である内実の解決は，商業資本の概念規定におけ
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る一基本論点である．
　第二に，商業資本が産業資本に対してもつ差
別性の面に眼を転じれば，商業資本の産業資本
に対する差別性とは，結論的には，社会的な商
品資本が産業資本から分離独立して一つの独自
な資本種類Åして流通過程上で自己増殖するこ
とであるが，実はマルクスが第16章で記述した
ところの「商品取扱資本に独立に機能する資本の
性格」iibid, S.283)を付与する二つの契機の
内面的脈絡がはっきりしないのである．という
のも，マルクスは，商品資本の実現が生産者と
は別個の担当者により社会的分業の一形態とし
て行なわれる一契機と貨幣資本がその商人によっ
て独自に前貸しされる一契機との統一において
商業資本の産業資本に対する差別性の内容を与
えたが(3)商品資本の実現が社会的分業の一
形態として行なわれるという第一の契機は，即
自的に商品資本の実現が前貸しされた貨幣資本
の価値増殖運動によって担われるという第二の
契機を含有すると思われるからである．もし第
一の契機が第二の契機を含むとすれば，なにゆ
えに商業資本の産業資本に対する差別性が二つ
の契機に区分されて規定されねばならないのか
が判然としないのである．因みに，社会的分業
と工場内分業との区別は，生産された生産物が
商品として売買されるか否かにあるが(4 )社
会的分業によって構成される各労働部門の関連
が商品売買に媒介されるという事実は，単純に
考える限り，貨幣資本の前貸とその価値増殖と
を内蔵するように見える．従って，商業資本の
産業資本に対する差別性を構成する二つの契機
の間の有機的関係如何は，マルクスが規定した
商業資本の概念規定を最終的に把握するための
一基本論点である．
　以上，われわれは，商業資本の産業資本に対
する同一性と差別性の統一から成り立つ商業資
本の概念規定についてごく素朴にして基本的な
二つの疑問点を提起した．しかし，われわれの
サーヴェイによれば，従来の「資本論」第ｍ巻
第四篇理解において，マルクスが規定した商業
資本の概念規定に含まれる二つの基本論点は必
ずしも十分に満足のゆく回答が提出されていな
いのである．しかも，商業資本の産業資本に対
する同一性と差別性との有機的統一から成り立
つその概念規定が従来の理解では説得力をもつ
掘り下げた考察を欠くその必然的反面として，
一方では商業資本の実体は社会的商品資本では
なく純粋流通費用だという議論と他方では商業
資本の産業資本に対する差別性の記述にはおお
いがたい混乱があるという批判とが台頭しつつ
ある現状にある．しかし，概念上剰余価値の産
業利潤と商業利潤とへの二重化は商業資本の自
立化を論理的前提として展開され，商業資本自
立化の必然的根拠は商業資本の概念規定を踏ま
えて初めて確定可能であるから，商業資本の概
念規定は，「資本論」第Ⅲ巻第四篇の全展開を
究極的に規定する要石である．その意味で，マ
ルクスが構築した商業資本の概念規定にこめら
れた含意発掘は，「資本論」第Ⅲ巻第四篇理解
の軸心たる意義をもつ．
　それゆえに，本稿の課題は，産業資本に対す
る同一性と差別性との統一から成り立つ商業資
本の概念規定を掘り下げて明確化することによっ
て，「資本論」第ｍ巻第四篇理解のための軸点
を構築することにある(5)以下の展開では，先ず
第一節で，商業資本の産業資本に対する同一性
の面にスポットをあて，商業資本の実体が社会
的には商品資本であるのに，なにゆえその社会
的商品資本の変態が前貸しされた貨幣資本の特
殊な価値増殖運動として現われるのかを解き明
かす．続く第二節では，商業資本の産業資本に
対する差別性の面に眼を転じて，社会的商品資
本を産業資本とは違った商業資本というーつの
独立した資本種類たらしめる二つの契機の間の
内面的脈絡を究明し，もって産業資本に対する
同―性と差別性から構成される商業資本の概念
規定を構築する．更に，第三節では，本稿の一
系論として，商業資本の平均利潤率形成への参
加の仕方に関する第17章「商業利潤」での例解
に踏みいって，マルクスの例解において，一年
間の再生産期間をもつ社会的商品資本の全体が
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その同じ期間のうちに生産期間と同時平行的に
商業資本によって実現される仕組みと1080ポン
ド（£）の価値をもつ社会的商品資本がわずか
社会的商品資本の商業資本への転化
100£の前貸資本量をもつ商業資本によって媒
介されると想定されるその理論的根拠とを解決
して，第16章での商業資本の自立化根拠と第17
章でのマルクスの例解との間に隠された連絡関
係をえぐりだす．最後の第四節では，本稿の総
締め括りとして，マルクスが確定した商業資本の
概念規定と商業利潤成立メカニズムは，商業資本
が商品仕入れに際して商業信用を利用する場合に
も普遍的に妥当することを示す反面で，商業資本
が商品仕入れに際して商業信用を利用する場合に
は平均利潤を取得しないという一部の見解の基礎
には，商業資本の平均利潤率形成への参加根拠と
商業資本の産業資本に対する差別性との両面に亘
る取り違えがあることを指摘する．
　田「産業資本に対してもつ商業資本の同一性と差
　　別性を明らかにして初めて，商業資本の本質・概
　　念が確定される.」（加藤鹿忠「商業資本論の研究」
　　ミネルヴァ書房, 1977年，16ページ）
　（2）森下二次也「現代商業経済論」有斐閣, 1960年，
　　103 ― 4ページ.
　（3）Ｋａｐｉtal,Ⅲ,S.283-4
　（4）乃id. I , S.375
　（5）参考のためにすでに公表済みの拙稿「商業資本
　　と平均利潤率」（「一橋論叢」第92巻第６号, 1984
　　年）・同「商業資本自立化の必然的根拠」（「一橋
　　論叢」第94巻第２号, 1985年）と本稿との関係に
　　ついて明示しておけば，本稿は，われわれのr資
　　本論」第ｍ巻第四篇研究において最初に位置し，
　　続いて「商業資本自立化の必然的根拠」が接続し，
　　更に「商業資本と平均利潤率」がすわるという上
　　向的関係の中に位置する．なお，本稿では，前二
　　稿ですでに指摘済みの事柄について重複を回避す
　　るため極力割愛する措置をとった．
　一　商業資本の産業資本に対する同一性
　一商業資本の実体としての社会的商品資本一
　既述の通り，「一つの独自な種類としての商
業資本」（尺叩i£al, n, S.336)は，社会的
に見れば，産業資本の一つの姿態である商品資
本そのものが産業資本内部から内在的に分化独
立したものにほかならない．従ってぺ産業資本
の副次的な形態としての商業資本の概念規定は，
先ずもって商業資本の実体が社会的商品資本で
あるという産業資本に対する同一性によって与
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えられる．商業資本の実体規定は，商業資本が
産業資本の内在的形態である事情を明示すると
ともに，商業資本が社会的商品資本の実現の媒
介という本質的機能を果たす根拠や商業資本自
立化の必然性を確定するための扇の要である．
そこで，本節では，表面上貨幣資本の運動形態
として現われる商業資本の実体がなにゆえ産業
資本のとる一姿態たる商品資本であるのかを
解明する．　　　　　　丿
　先ず最初に，念のため商業資本の実体が商品
資本であるというマルクスの規定の文献的典拠
を示しておけば，それは以下の通りである.
　「商品取扱資本は，まったく，生産者の商品
資本すなわち貨幣への転化の過程を通り市場で
商品資本としての機能を果たさなければならな
い商品資本以外のなにものでもない.」（Ｋａｐｉtal,
m, S. 281)
　いうまでもなく，商業資本の固有な価値増殖
は，貨幣資本を出発点としてもち，商品資本へ
の変態を媒介にして再びより大きな貨幣資本と
して回収される流通上での運動として展開され
る．従って，商業資本は，産業資本と違って，
恒常的に流通過程上でのみ機能する社会的総資
本の一可除部分である．それでは，商業資本が
流通過程上に恒常的に存在する社会的総資本の
一可除部分であることは確かであるとしても，
Ｇ－Ｗ－Ｇ’という特殊な運動形態をとる商業
資本はなにゆえその全体が社会的商品資本に還
元帰着するのであろうか．前貸しされた貨幣資
本の特殊な価値増殖運動G-W-G'が社会
的商品資本それ自体の運動形態である所以を証
明するためには，先ずもって，商業資本の前貸し
する貨幣資本の投下と回収のピストン運動によっ
て媒介される連続的生産形態の基本性格に純粋
に着目して，実物的な面から商業資本が商品資
本を代表する事実を究明する必要がある．そし
て，更には，実物的には商品資本そのものであ
る商業資本は，産業資本と社会的分業関係に立
つことから，最初前貸しされる際にはその独立
的価値姿態を着用する必然性を解けばよい．
　第一に，問題の焦点は，商業資本として独立
化する社会的総資本中の一可除部分の内実如何
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にあるが，商業資本という一つの自立的な資本
種類に転化する社会的総資本の一可除部分は，
商業資本によって媒介される連続的生産形態の
基本性格に純粋に着目する限り，本質的には商
品資本そのものに帰着する．すなわち，商業資
本の固有な運動Ｇ－Ｗ－Ｇ’において現われ
る貨幣資本や商品資本という二つの姿態は，そ
れ自体商業資本という一つの特別な資本種類が
その価値増殖途上で着用する二つの過程的な姿
にすぎない．従って，商業資本へと転化する社
会的総資本中の一可除部分の内実如何を問う際
には，その二つの存在形態である貨幣資本や商
品資本をもってストレートに社会的総資本中の
一可除部分の内実に置き換えることはできない．
われわれの理解によれば，商業資本へと転化す
る社会的総資本の一可除部分の内実如何は，商
　●●●●●●　●●●●●●●●　●●●●●●業資本の運動Ｇ－Ｗ－Ｇ’によって媒介され
る連続的生産形態のもつ基本性格の明確化によっ
て与えられる．けだし，商業資本の固有な運動
によって媒介される連続的生産形態は，商業資
本と産業資本とから成る社会的総資本の全体を
含み，商業資本のもつ固有性を産業資本との対
比の中で浮き彫りにするからである．
　通常，商業資本の運動によって媒介される連
続的生産形態といえば，一方で産業資本が生産
過程上に生産資本として存在し，他方で商業資
本が貨幣資本として資本家の下に存在して商品
資本へと転化するために待機中の状況が最初に
想起される傾向にある．しかし，商業資本によっ
て媒介される連続的生産形態をもって社会的総
資本が生産資本と貨幣資本との併存する状況に
おいて固定化してみる考え方こそ，商業資本の
実体を誤まらせる根本的基礎である．けだし，
前貸総資本の生産資本と貨幣資本とへの分割は，
連続的生産形態が開始されるための単なる条件
でしかないからである．連続的生産形態の基本
性格を理解する際の要点は，そこで流通過程と
●●●●●●●●●背｀4コ合わせにな'つて生産過程が展開されるとい
う事実にある．つまり，生産過程の連続化とい゛
う生産方法が採用されるのは，流通過程の不可
避性のため，生産過程がストップすれば生じる
固定資本の物質的摩損を回避するためである．
従って，連続的生産形態の基本性格は，流通過
程の反面で同時に生産過程が進展するところに
ある．ところが，連続的に進展する生産過程と
対になって進む流通過程とは，理論上商品の販売
過程＝商品資本の貨幣資本への転化過程に帰着
する．勿論，それぞれ６週間の生産期間と３週
間の流通期間とから構成される連続的生産形態
の場合，第２生産期間以降その後半部分の３週
間の生産期間に対応する流通期間は存在しない
が，それにもかかわらず，前貸総資本が本質的
には生産資本と商品資本との総計から成り立つ
という連続的生産形態のもつ基本性格はそのま
ま妥当する．或る連続的生産形態において連続
的な生産過程の反面に部分的に流通過程が存在
しない場合，生産資本と同時併存する一時的な
貨幣資本は，貨幣資本へ転化完了済みの商品資
本そのものの一般的な価値姿態を表わすと考え
ればよいからである．だから，連続的生産形態
　　　　　●●●●●●●●●をもって流通期間中における生産過程の連続化
を達成するための生産方法とみるならば，そこ
で機能する前貸総資本は，本質的には貨幣資本
へ転化すべき商品資本と商品資本へ転化すべき
生産資本とから成り立つという理論的帰結が生
まれる．つまり,･流通期間の反面で生産過程が
進行するという連続的生産形態のもつ基本性格
に純粋に着目すれば，そこでの前貸総資本は，
●●●●●●●●●●　　●●●●●●●●●●流通期間中の商品資本と生産期間中の生産資本
とから構成されるという結果を得るのである．
因みに，商業資本が流通過程上でのみ機能する
社会的総資本の一可除部分の自立的形態である
ことについては既述の通りである．従って，商
業資本と産業資本との間に社会的分業が形成さ
･れるとともに,'連続的生産形態が流通過程上で
のみ機能する商業資本によって媒介される限り
では，商業資本は，本質的に生産資本と商品資
本とから成り立つ連続的生産形態の基礎上での
前貸総資本中の一方の成分である商品資本を代表
することになる．つまり，流通期間の反面で生産
過程が進展する連続的牛席形態における生産資本
と商品資本とは，資本主義的生産の総過程上では，
産業資本と商業資本とによってそれぞれ代表さ
れる．もっぱら流通過程上で機能する一方の商業
社会的商品資本の商業資本への転化
　資本が商品資本を代表して流通過程を担当する
　限りでのみ，他方の産業資本は生産資本として
　生産過程の連続化を達成できるからである．そ
　れゆえ，連続的生産形態の基本性格が流通過程
　ゐ皮庇ｻさめ牛産過程の連続ｲ|ﾋの実現にある以上，
　もっぱら流通過程上で機能して連続的生産形態
　を媒介する商業資本は，生産資本を代表する産
　業資本に対して，商品資本を代表するり）．
　　第二に，概念上生産資本と商品資本とから成
　り立つ連続的生産形態の基礎上で本質的に商品
　資本を代表する商業資本は，産業資本と社会的
　分業関係に立つがゆえに，商品資本そのものの
　独立的な価値姿態である貨幣資本形態でもって
　産業資本から自立化する．そして，商業資本の
　運動の出発点に位置する前貸貨幣資本は，それ
　　●●●●●●●●　●●●●●●●●●が商品資本そのものの独立的な価値姿態である
　がゆえに，最終的に実現されるべき商品資本へ
　と転化して商品資本の実現を媒介する役割を果
　たすのである．産業資本の着用する前貸貨幣資
　本と違って，商業資本によって前貸しされる貨
　幣資本が最終的に実現されるべき商品資本へと
　　　　　　　　　　　　●●●●●　●●●●●●転化するのは，それが商品資本そのものの独立
　的な価値姿態であるという本性に由来する．
　　すなわち，商業資本は，生産資本を代表する
産業資本に対して商品資本そのものを構成要素
とするとはいっても，実は商品資本という特殊
な存在形態のままで社会的総資本から分離独立
することができないのである．というのも，商
業資本の産業資本からの自旅化とは，商業資本
　　　　　　　　　　　●●●●●●●●　●●●●が産業資本に対して商品生産の基礎上での社会
　●●●●●　　　　　１　　　　　　　　１的分業関係に立つことに等しいからである．つま
　り，商業資本と産業資本との関係は，社会的分業
　関係の基礎上での貨幣関係によってのみ取り結ば
’れる．いうまでもなく，商業資本は産業資本に対
　して商品資本を代表するといっても，その商品資
　本そのものは生産資本の実質的な変態の直接的
　な所産である．だから，商業資本と産業資本と
　の間で社会的分業が存在する前提上では，商品
　資本を実体とする商業資本は，産業資本の生産
　した最終的に実現されるべき商品資本に対して
　は，その独立的な価値姿態で現われるのである．
　その実体が商品資本であるのに最初に商業資本
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が貨幣資本という一般的な価値姿態で登場する理
由は，牛産資本を代表する産業資本と商業資本と
がともに私的所有者として相対する社会的分業関
係に立つことによる．商業資本と産業資本とが
社会的分業関係で結ばれるがゆえに，商業資本
はそれ自体社会的総資本中の一恒常的成分であ
る商品資本を本質的構成要素とするのに，最初
に商品資本の独立的な価値姿態である貨幣資本
形態を着用するのである．従って，商業資本の
前貸形態である貨幣資本は，その本質的成分で
ある商品資本が産業資本との社会的分業関係に
規定されて必然的に着用するその独立的な価値
姿態にほかならない．だから，一歩議論を進め
ていえば，商業資本によって前貸しされる貨幣
資本が最終的に実現されるべき商品資本へと変
態してその全体運動Ｇ－Ｗ－Ｇ’の中で商品
資本の実現を媒介するのは，その貨幣資本が社
会的総資本中の一恒常的成分である商品資本そ
のものの独立的な価値姿態であることに起因す
る(2)言い換えれば，商人によって前貸しさ
れる貨幣資本は，商品資本の独立的価値姿態で
あるというその根本性格に規定されて，最終的
な実現をまつ商品資本への転化してその完結的
な運動Ｇ－Ｗ－Ｇ’を通じて商品資本の実現
を達成するのである．商人によって前貸しされ
る貨幣資本が生産手段と労働力とからなる生産’
資本へではなく最終的な実現を要する商品資本
へと転化する理由は，まさに，それが商品資本
そのものの着用する独立的な価値姿態だという
本性によるのである．けだし，一般に資本家は
資本という経済的範鴫の単なる人格化でしかな
く，商人によって前貸しされる貨幣資本の果た
す固有な機能は，その貨幣資本が代表する実体
によって規定されるべきだからである．もし人
あって商人にようて前貸しされる貨幣資本の固
有な機能をもって商人の立場から説明するとす
れば，それは本末転倒の論法だという誇りを免
れないことになる．総じていえば，産業資本そ
のものの二重化に対応して，貨幣資本は，生産
資本または商品資本の独立的な価値姿態として，
生産資本への転化（産業資本の場合）と最終的
な実現をまつ商品資本への転化（商業資本の場
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合）という二重的役割を交互に演じることになる．
因みに，可変資本はあくまで価値増殖過程で機能
する資本成分であるにもかかわらず，労働力商
品へ転化する貨幣資本をもって「貨幣形態で存
在する可変資本」（尺叩i£al, n, S.415)とマ
ルクスが表現するのは，その貨幣資本が生産資
本の一成分としての可変資本の着用する一般的
な姿態であるからである．また，第16章「商業
利潤」で商業資本の平均利潤率形成への具体的
な参加の仕方を例解する際, 900£や100£の
　　　　　　　　　　　　　●●●　　　●●●●貨幣資本をもってそれぞれ産業資本や商業資本
とマルクスが呼ぶのは，それぞれが生産資本や
商品資本という実体の独立的な価値姿態として
の規定にあるからである．更に，商業資本の価
値増殖運動Ｇ－Ｗ－Ｇ″が社会的に見れば
W―G'に等しいのは（３），前貸しされる貨幣
　　　　●●●●●●●●●●●●●●●資本が社会的商品資本の一般的価値姿態として
それに照応的な機能を果たすことに起因する．
　かくして，われわれは，商業資本によって媒
介される連続的生産形態が流通期間中に生産過
程を連続化するための生産方法であるというそ
の基本性格に着目して，Ｇ－Ｗ－Ｇ’という運
動形態をとる商業資本は，その全身が社会的総
資本中の一恒常的成分である商品資本を実体と
して成り立つ所以を考察した．
　ところで，商業資本を分出する以前の広義の
産業資本における連続的生産形態は，追加的な
貨幣資本の投下によって媒介されることから，
通常，その追加的貨幣資本と商業資本との間に
横たわる相違を等閑に付す傾向に陥りがちにな
る．つまり，広義の産業資本の場合の追加的貨
幣資本も商業資本もともに連続的生産形態を媒
介する事実から，前者の追加的貨幣資本がその
まま後者の商業資本として自立化すると映じ，
社会的商品資本こそ商業資本の実体であるという
核心が曖昧になりがちである．しかし，連続的生
産形態を媒介する追加的貨幣資本がそのまま商業
資本として自立化すると見えるのは，単純な表
面的外観にすぎない．なぜならば，第一に，産
業資本の一成分をなす追加的貨幣資本は，それ
以外の資本部分が商品資本として流通過程に存
在する期間中に生産過程に投下され剰余価値生
産に参加するのに反して，商業資本は，剰余価
値生産に従事しないで商品資本の実現を媒介す
ることで連続的生産形態を下支えするからであ
る．追加的貨幣資本と商業資本とは，ともに連
続的生産形態の媒介者として機能するが，その
媒介の仕方そのものを異にする．第二に，産業
資本の場合レ追加的貨幣資本が生産資本へ転化
すれば以前に商品資本であった部分が今度は追
加的貨幣資本を形成することによって，追加的
貨幣資本を構成する資本価値成分に周期的な交
替が生じるのに対して，商業資本として機能す
る資本価値はもっぱら流通過程上でのみ形態的
な諸変態を繰り返す．つまり，産業資本の場合，
前貸総資本を構成する各資本成分がかわるがわ
る追加的貨幣資本の位置を占めるのに対して，
商業資本の場合にはそれを構成する資本成分に
は周期的入れ替わりが生じない．それゆえ，商
業資本は，連続的生産形態を媒介する仕方の面
でも，それを構成する資本価値の周期的交替が生
じるか否かという面でも，産業資本内部での追加
的貨幣資本と基本的に相異なる．但し，産業資本
の投下する追加的貨幣資本によって媒介されるか
あるいは商業資本によって媒介されるかにかかわ
らず，連続的生産形態では前貸総資本中の追加的
貨幣資本または商業資本に相当する資本成分だけ
が恒常的に生産資本として機能しえないことは両
者に共通する一経済法則である．それだから，マ
ルクスカs商業資本の実体をもって商品資本と規定
しながらも商業資本が前貸しする貨幣資本をもっ
て産業資本中の追加的貨幣資本の縮小された規模
での再現だというのは(０，少しも矛盾しない．
それは，両者の内在的同一性の規定では全然な
く，単に恒常的な再生産過程の中で追加的貨幣
資本またぱ商業資本の分量だけ前貸総資本中の
生産資本成分から控除される面での両者の同一
性規定にすぎない．従って，商業資本の前貸し
する貨幣資本が産業資本中の追加的貨幣資本の
縮小された規模での表現だという規定は，商業
資本の実体が産業資本中の追加的貨幣資本だと
いう一部の見解を少しも合理化しないのである．
商業資本の実体＝産業資本中の追加的貨幣資本
という主張は，商業資本と産業資本中の追加的
社会的商品資本の商業資本への'転化
貨幣資本との表面的同一性をもって追加的貨幣
資本を商業資本の実体に置き換える転倒的な立
論であるといってよい．
　翻っていえば，商業資本がその流通運動の中
で貨幣資本と商品資本という二つの存在形態を
着用する事実から，商業資本の実体が貨幣資本
と商品資本の二つであるという考え方ほど，商
業資本と産業資本との同一性に関するマルクス
の規定とかけ離れた見解は存在しないと断言し
て不当でない．たとえば，ローゼンベルグは，
商業資本の実体について以下のように明言す
る．「商品資本と貨幣資本が商人資本に自立化
する．」（「資本論注解」４，青木書店，副島種
典・宇高基輔共訳, 210ページ）「商業資本は，
生産資本の代理人として分析されるのであり，
また産業資本の商品形態および貨幣形態の自立
化したものとしてのみ，理解されうる.」（同上，
212ページ）しかし，商業資本が産業資本中の
貨幣資本と商品資本との自立化した形態だとい
うローゼンベルグの見解は，単純にも商業資本
が二つの姿態を着脱して価値増殖する運動を
そのまま現象的に記述した見方でしかありえな
い（５）．本質としての価値実体とその必然的な
現象形態である価値形態とは区別されるように，
商業資本の実体とその存在形態である貨幣資本
や商品資本とは根本的に相異なる．ローゼンベ
ルグの見解に従えば，産業資本は，産業資本の
着脱する三姿態の自立的形態だと規定されるこ
とになるから，商業資本をもって二つの姿態の
自立的形態だと規定する見解と収拾不能な不整
合性を含むというべきである．しかし，ローゼ
ンベルグ見解に内在するより根本的欠陥は，貨
幣資本が社会的総資本の実質的な二大成分であ
る生産資本と商品資本とがそれぞれ交替に着
用する両者の独立的な価値姿態でしかないとい
う基本認識を欠くところにある．まさに，商業
資本の実体規定の必要性は, G―W―G'とい
うその運動の始点に立つ貨幣資本が社会的総資
本中の一恒常的成分である商品資本それ自体の
とる独立的価値姿態でしかないことから生じる
のである．また，商業資本が産業資本中の貨幣
資本と商品資本の自立的形態だというならば，
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前貸しされる貨幣資本はなにゆえ剰余価値生産
を可能ならしめる生産資本へと転化しないのか
について合理的な回答が必要である．いうまで
もなぐ，商業資本がＧ－Ｗ（Ｐｍ）を媒介す
るとしても(6)商業資本の実体が最終的に実
現されるべき社会的商品資本である事実は不変
である．けだし, W'-G'の反面でなしとげ
られる産業資本の側でのＧ－Ｗ（Ｐｍ）は．
　　　　　　　　　●●●●●●●●●●●●●それ自体としては生産資本の独立的な価値姿態
として貨幣資本の生産資本への再転化をなし，
商業資本の実体としての商品資本は，ここでＧ－
Ｗ（Ｐｍ）に対してW―G'のＧ’として存
在する･からである．従って，商業資本がＷ’－
Ｇ’の反面で産業資本におけるＧ－Ｗ（Ｐｍ）を
媒介する事実から商業資本をもって貨幣資本と
商品資本の独立化だという議論は，商業資本と
して機能する前貸資本価値が決して牛産過程には
入りこまない事実を見失った主張にすぎない（７）．
　以上，われわれは，本節において，前貸しさ
れた貨幣資本の特殊な価値増殖運動G―W ―
Ｇ’を描く商業資本の実体が社会的資本中のー
恒常的成分である商品資本にはかならないこと
を証明した（８）ﾝ従って，商業資本が産業資本自
身の内在的な資本形態である所以は，商業資本
が産業資本と別個に再生産されるという表面的
外観に反して，その実体が産業資本そのものの
商品形態であるところにある.
　（1）狭義の産業資本の実体が生産資本であることを
　　理解するためには，「資本論」での産業資本がほ
　　ぼ同一内容を叙述した「資本論」以前の文献では
　　生産資本であった事実は，注目に値する．それぞ
　　れ対をなす以下の四つの引用文は，「資本論」以
　　前の文献での「一生産資本」が「資本論」に至って
　　「産業資本」と言い換えられた二つの具体例であ
　　る.
　　「彼らは商業資本をまったく問題にしないのであっ
　　て，ただ，ついでに生産資本(das productive
　　Capital)の一種として,それに言及しているだけ
　　である.」（Ｚｕｒ　Ｋｒitife　deｒ　Politiｓｃｈｅｎ.
　　ＯｋＯ几Ｏｍ辿［1861―1863］Teil 5, S.1596)
　　「彼らは商人資本は事実上まったく問題にしない
　　のであって，ただ産業資本(das iudustrielle
　　Kapital)め一種としてそれに言及しているだけ
である.」（Ｋａｐｉtal,m S.336)
「これまでの前提では社会の生産資本(das pro-
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　duktive Kapital)は500だった．そして，
　400c＋100ｖ,11＋100mだった．一般的利潤率
　Ｐへは20％だ．いま，商人資本が100だと仮定し
　よう.」（「資本論書簡」②，国民文庫, 1868年４
　月30日付マルクスのエングルス宛手紙,141- 2 ペー
　ジ，圏点－マルクス）
　「二年間に前貸しされる産業資本(das industrielle
　Kapital)の総額は720c＋180ｖ＝900で，ｍ･＝
　100％だとしよう．そうすれば，生産物は720c十
　180v十180mである.」(Kapi£?，Ⅲ, S.295-6)
（2）「産業資本の流通過程を媒介する仕事が，商人
　の運転する貨幣資本の専有の機能なのである」
　(iibid., S.285)
（3）「商人資本の循環は，つねにただ，再生産され
　つつある産業資本の通過形態としての商品資本そ
　のものに関しては単にＷ－Ｇであるもの，単
　にその第一の変態の完了であるものを表わしてい
　るだけである.」（尺ａ垣£?,Ⅲ, S.284)
（4）ibid, S.28←90
（5）なるほど「資本論注解」４には「商品取扱資本
　は，個別的資本のではなく，社会的資本の商品形
　態の自立化したものである」(224ページ）という
　それ自体としては正当な規定がある．しかし，こ
　れは，ローゼンベルグにとっての基本的な主張で
　はないように思われる.
（6）「商人資本の回転は，いろいろな産業資本の回
　転を媒介することができるだけではなく，商品資
　本の変態の反対の段階を媒介することもできる.」
　（尺αが£?，Ⅲ, S.317)
（7）商業資本の運動G―W―G 'の反面で媒介さ
　れる産業資本の側でのＧ－Ｗ（Ｐｍ）が商業資
　本の固有な機能ではなく生産資本のー存在形態と
　しての貨幣資本の機能であることを指摘して商業
　資本の実体が商品資本であることを力説した文献
　には，鶴野昌孝「商業資本の自立化」「経済理論」
　第173号, 1980年がある.
（8）各商業資本がそれぞれ多数の産業資本に代わっ
　て商品資本の実現W―G'を媒介する事実は，
　商業資本の実体が社会的商品資本であるその本
　性の具体的表現である．「各個々の商業資本は多
　数の牛牽資本に代わって機能する.」|（Ｚｕｒ Ｋｒitｉｆｅ
　ｄｅｒ　ＰｏＵtiｓｃｈｅｎ　Ｏｆｅｏｎｏｍｉｅ［Ｍａｍλtｓhｒipt
　1861-１８６３］Teil 5, S.1694)「一人の商人が
　彼の仕事によって多くの生産者の売買期間を短縮
　すること力泌るであろう.」(Kapi£aL n, S.133,
　圏点－マルクス）従って，トヨタ自工との合併以
　前のトヨタ自販のように，÷産業資本の生産した商
　品資本の実現を単純に代理するにすぎない商業資
　本･は，本来的な意味での商業資本ではない．「商
　業資本は特定の一産業資本のために自立化するも
　のではない．－産業資本の専属代理商は本来的商
　人ではない.」（森下二次也「商品取扱資本」「資本
　論講座」第４巻，青木書店, 1964年, 330ページ）
一
一 商業資本の産業資本に対する差別性
　われわれは，前節において，商業資本の実体
が社会的総資本中の一恒常的成分をなす商品資
本であるというマルクスの一命題の含意を掘り
下げ，商業資本が産業資本に対してもつ同―性
を考察した．しかし，商業資本が産業資本に対
してもつ同一性は，商業資本の概念規定のもつ
一面にすぎない，資本主義的生産の総過程上で，
産業資本と並んで価値増殖運動を繰り返す商業資
本は，その実体が社会的商品資本であるという一
面では産業資本と同一性をもつが，その社会的商
品資本が産業資本から自立してG―W―G'･とい
う特有な運動形態をとるという別の一面では産業
資本に対して差別性をもつ．文字通り，商業資本
とは，産業資本に対する同一性と差別性とが合一
して生成する一つの独自な資本種類にほかならな
い．ところが，既述の通り，商業資本の産業資本
に対する差別性としてマルクスが記述した二つの
契機の関連が，実ははっきりしないのである.い
　　　　　　１　　　￥　　　　　　　　　●　　　　　●うまでもなく，二つの構成要素のもつ内的脈絡が
明確化して初めて,‥商業資本が産業資本に対して
もつ差別性が確定されたことになる．そこで，本
節では，商業資本が産業資本に対してもつ差別性
の二つの構成要素の間の関係を明確化することに
よって，総じて｢商業資本を特徴づける特性｣
(尺叩i£al，Ⅲ, S.278)の全体を確定する．
　先ず最初に，行論の都合上念のため，マルク
スが商業資本の産業資本に対する差別性を規定
した問題の箇所を示しておけば，それは以下の
'通りである．
　｢ところで，なにがこの商品取扱資本に独立
に機能する資本の性格を与えるのであろうか？
　第一に.商品資本が，その生産者とは別な担
当者の手によ･つて貨幣へのその最終的転化，つ
まりその第一の変態，すなわち商品資本として
●　●●●●●'●●●のそれに属する機能を市場で行なうということ，
そして，商品資本のこの機能が商人の操作によっ
て，つまり彼の行なう売買によって媒介されて
社会的商品資本の商業資本への転化
おり，したがってこの操作が，産業資本の他の
諸機能から分離されて独立させられた特別な営
業として，形成されるということ．それは社会
●●●●●●●●●●的分業の特殊な一形態であって，これによって，
元来は資本の再生産過程の特殊な一段階でなさ
れるべき，つまりこの場合には流通の段階でな
されるべき機能の一部分が，生産者とは別な特，
別な流通担当者の専有機能として現われるので
ある．しかし，それだけでは，まだけっしてこ
の特殊な業務は，その再生産過程にある産業資
本とは別な，それにたいして独立な，一つの特
殊な機能としては現われないであろう．たとえ
ば，商品取引が産業資本家の単なる商業出張員
とかその他の直接的代理人によって営まれるよ
うな場合には，実際にそれはこのような独立な
資本の機能としては現われないのである．そこ
で，さらに第二の契機が加わってこなければな
らない．
　第二点．この契機は，独立の流通担当者であ
る商人が貨幣資本（自分のかまたは借り入れた
それ）をこの立場で前貸しすることによって，
はいってくる．その再生産過程にある産業資本
にとっては単にＷ一Ｇつまり商品資本の貨
幣資本への転化または単なる売りとして現われ
るものが，商人にとってはＧ－ｗ－Ｇ’とし
て，同じ商品の買いと売りとして，したがって
また，買いでは彼から離れて行き売りによって
彼に帰ってくる貨幣資本の還流として，現われ
るのである．」（Ｋａｐｌtal, in , S.283- 4，圏
点一頭川）
　そこで，商業資本が産業資本に対してもつ差
別性に関するマルクスの叙述を絡く際，以下の
ような二つの基本的な疑問が生まれる．
　第一点．われわれの理解によれば，第一の契
機は，直接的には, W―G'が独立した商人
によって社会的分業の一環として行なわれる事
実を指摘した規定にほかならない．けだし，第
一の契機の記述箇所には，「商品資本としての
それに属する機能」が「商人の操作」によって
「社会的分業の特殊な一形態」として営まれる
という明示的な文言があるからである．ところ
が，第二の契機へ移行する直前の段階で，マル
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　クスは，Ｗ″一Ｇ'が同一産業資本内部の販売
　部門で行なわれる場合には，第一の契機が独立
　的な資本種類の機能としては現われないと主張
　している．そこで，われわれにとって，直接的
　にはW―G'が独立した商人によって媒介
　される事実をのべた第一の契機と同一産業資本
　内での販売部門に関する第二の契機への移行規
定とは，如何なる論理整合性があるのかという
　疑問が生じるのである．というのも，同一産業
　資本内の販売部門に関する第二の契機への移行
　規定は，それ自体としてはW'-G'が独立
　した商人によって媒介されるという第一の契機
　と真正面から対立するように思われるからであ
　る．
　　第二点．マルクスのいう第二の契機とは，独
.立した商人による貨幣資本前貸の規定であるが，
　もともと第一の契機でいう独立した商人による
　W―G 'の媒介操作は貨幣資本の前貸によっ
　て初めて成り立つのである．つまり，独立した
　商人によってW'-G'が媒介さ･れるという
　事柄の中には貨幣資本前貸がすでに内包済みで
　あると考えられる．そこで，独立した商人によ
　るW―G'の実現の媒介という商業資本の
　固有な機能を規定した第一の契機がすでに貨幣
　資本前貸を内包していると思われるのに反して，
　マルクスはなにゆえにその第一の契機に対して
　更に第二の契機を付け加える必要性があったの
　かという疑問にわれわれは直面する．われわれ
　のサーヴェイによれば，ここに提起した二つの
　基本論点は未解決な現状叱ある．
　　それでは･，一見解決不能な迷路をなすかに見
　える二つの契機は如何なる内在的関係にあるの
　亡あろうか．われわれが到達した積極的見解は，
　以下に示す通りである．
　　第一に，独立的な商人によってＷ'－Ｇ'
　が媒介されることをのべた第一の契機は，概念
　上，商業資本の産業資本に対する差別性(１)全
　体の中の一般的基底に位置するその専有機能を
　規定したものにほかならない．すなわち，商業
　資本は，その実体が社会的商品資本であること
　から，生産資本と違って，商品資本の実現を本
　質的機能として流通部面上で運動する,一つの独
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自な資本種類である．換言すれば，商業資本が
産業資本と違って一つの特殊な資本種類として
価値増殖するのは，流通部面上でのW―G'
の媒介という本質的機能の発揮によってである．
従って，商業資本が産業資本に対してもつ独自
性を規定する際には，最初に，商業資本が産業
資本と違って商品資本の実現という本質的機能
を果たすことが明示的に確定される必要性があ
る．マルクスが商業資本の産業資本に対する差
別性を構成する第一の契機としてW'-G'
の媒介というその本質的機能を挙げた根拠はこ
こにある．それだから，商業資本が産業資本に
対してもつ差別性のうちに第一の契機を理解す
る際の一要点は，そこでは商業資本の本質的機
能であるW―G'だけが純粋に析出され，
Ｗ’－Ｇ’が価値増殖目的で媒介されるという特，
有な規定性が捨象されているところにある．とこ
ろが，商業資本の専有機能である商品資本の実
現W―G'は，そこから価値増殖を目的と
したその媒介という高次の規定性を捨象すれば，
単純な商品流通の形態Ｗ－Ｇ－Ｗに還元さ
れる．というのも，商品資本の実現Ｗ″－Ｇ’
は商業資本の流通運動Ｇ一W―G'の中で成
り立ち, G-W-G'から資本の価値増殖とい
う固有な規定性を捨象すれば，単にＧとＧ’と
の差額のみならず，ＧとＧ’との差額を流通部
　　　　　　　　　　　●●●●●●●●面上で成り立たしめる売りのための買いという
一つの特有な運動様式Ｇ－Ｗ－Ｇそのものが
捨象されるからである．つまり，商業資本の特
有な流通形態G―W―G'から商業利潤をも
たらすＧ－Ｗ一Ｇ　という資本に固有な運動
様式そのものを捨象すれば，商品資本の実現を
媒介するＧ－Ｗ－Ｇ’は単純な商品流通の形
態Ｗ－Ｇ－Ｗに帰着する(2)「商人の場合
にもＷ－Ｇ－Ｗは行なわれる．彼が「利潤」
をあげるとしても，そのことはここではわれわ
れに関係のないことである．彼は商品を売って
再び同じ商品（種類から見て）を買う．彼はそ
れを消費者に売って再びそれを生産者から買う.」
（Ｍ必Γωｅｒ£,m, S.278) G ―W―G 'を連
続的に繰り返す商業資本にとっては，その出発
点も帰着点も単なる通過点でしかない（Ｇ－Ｗ－
Ｇ’・ Ｇ－Ｗ－Ｇ″ ・ Ｇ－Ｗ－Ｇ″）から，反
復更新される商業資本の運動は，そこから資本
の価値増殖という高次の規定性を捨象すれば，
Ｗ－Ｇ－Ｗに抽象化される.
　「商業資本にとっては産業資本のＷ一Ｇ
はつねにG―W―Gとして現われるとはいえ，
商業資本にとってもまた，ひとたびそれが過程
にはいってしまえば，現実の過程はつねにＷ－
Ｇ－Ｗである．」（瓦叩ital, m , S.328)
　それゆえに，より詰めて言い換えれば，商業資
本の産業資本に対する差別性のうちの第一の契機
は．牛産過程を担当する産業資本と違って，商業
資本がW―G―Wからなる流通部面でもっ
ぱら商品販売に従事する一つの独自な資本種類
だというその差別性そのものの抽象的規定にほ
かならない．マルクス.の表現を借りていえば，
「商品一般の変態運動」（Ｚｕｒ　Ｋｒitife　dfiｒ
Politischen Okonomie［ManusたΓφ£1861 ―
1863］Teil 5， S.1585) W ―G ―W　は，そ
のまま「商人資本の本来の運動ではない」(ibid.)
けれども，「最初に商品を貨幣に転化させそれ
から貨幣を商品に転化させるかぎりで，商人が
代表する運動である」（ibid，）がゆえに，「商
人資本自身の運動の一契機」iibid)として実
在するのである(3)
　ところが，一方で商業資本の運動G ―W ―
Ｇ’がＷ－Ｇ－Ｗに還元されるとすれば，
他方で産業資本の運動Ｇ－Ｗ…Ｐ…W'-G'
もまた，流通過程上でのその運動に関する限り，
Ｗ－Ｇ－Ｗという同じ単純商品流通の形態に
帰着する，けだし，産業資本の運動Ｇ一Ｗ‥･
Ｐ･･W―G'は，直接的には資本の価値増殖
を表示する一方，その反面ではＧ－Ｗ－Ｇ’
という流通過程を通じて商品自身の形態運動
W―G―Wを媒介するからである．「単純な
　　　　　　　　　　　●●●●●●●●●●●商品流通では，または産業資本の流通過程とし
●●●　●●●●●●て現われる商品流通W―G―Wでも，流通
は，各個の貨幣片が二度持ち手を換えることに
よって媒介される．」（尺叩i£al, m, S.282;
圏点-一頭川）「流通のなかでは産業資本の変
態はつねにW-G-W2　として表わされる.」
（ibid, S.314)それだから，商業資本の運動
社会的商品資本の商業資本への転化
も産業資本の流通過程上での運動もとも･に
Ｗ－Ｇ－Ｗに還元されるとすれば，商業資本
が産業資本と違ってもっぱら商品販売に従事す
るという第一の契機だけでは，商業資本の産業
資本に対してもつ差別性規定として不十分だと
いうことになる．商業資本の産業資本に対する
差別性の一つは商業資本が産業資本と違ってもっ
ぱら耐品販売に従事することにあると規定し
ながらも，産業資本の流通上での運動もまた商
業資本の運動と同様にＷ－Ｇ－Ｗに還元さ
れるとすれば，第一の契機だけでは，商業資本
が産業資本に対してもつ全面的な差別性がいえ
なくなるからである．従って，もっぱら商品販
売に従事するという第一の契機がそれだけで商
業資本の産業資本に対する差別性規定として完
結的だと見えるのは，皮相な考え方にすぎない．
商業資本は，産業資本と違ってもっぱら流通上で
商品の実現活動に従事するとしても，商品実現
を媒介する活動それ自体は，概念上それが直接
的に一つの独立的な資本の専有機能として行な
われることを意味しないのであるﾌﾞ作業場内分
業の一環として同一産業資本内部で営まれる販
売部門は，確かにそこで商品の実現活動が行な
われるにもかかわらず，商品の実現を専有機能
として行なう一つの独立的な資本種類を形成し
ないのである．従って，商品実現活動が同一産
業資本内部の販売部門で実行される場合には，
それが一つの独立的な資本種類の機能として現
われないというマルクスの記述は，第一の契機
が直接的に同一産業資本内部の販売部門につい
てのべた規定だということを全然意味しない．
第一の契機と同一産業部門内部での販売部門と
の間の同一性に関するマルクスの記述は，商品
実現が独立した商人の手で行なわれるという第
一の契機をあくまでも前提した上で，概念上は
同一産業資本内部の販売部門でもそれ自体とし
てはＷ－ＧニＷが行なわれることから，第
一の契機だけでは一つの独立した資本種類とし
ての商業資本の産業資本に対する差別性規定と
しては不十分だという指摘にほかならない．そ
れゆえ，商品の実現が社会的分業の一環として
独立した商人によって担われることを指摘した
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第一の契機は，同一産業資本内部の販売部門と
の同一性に関する記述と論理整合的な関係にあ
る．総じていえば，第一の契機は，もっぱら流
通過程上で自己増殖する商業資本を産業資本か
ら区別する端緒規定としての商業資本そのもの
の本質的機能の規定にほかならない．
　第二に，独立した商人による貨幣資本前貸に
関する第二の契機は，第一の契機が商業資本の
本質的機能の規定であるのに対して，商品の実
　　　　　　　　　　　　　●●●●●●●●●現というその本質的機能が一つの独自な資本種
類の固有な機能として営まれるための必須要件
の規定である．すなわち，単純商品流通の形態
Ｗ－Ｇ－Ｗはなるほど商品交換が貨幣の媒
介によって達成される流通形態であるが，そ
れ自体Ｇ－Ｗ－Ｇ″という商業資本の運動形
態から資本の価値増殖という高次の規定性を捨
象したものであるから，そこには貨幣が価値増
殖する目的で貨幣資本として前貸しされるとい
う高次の規定性を含んでいないのである．商業
資本が産業資本と違ってもっぱら商品販売に従
事するという第一の契機の中には，貨幣は概念
　●　●●　●●●　●　●●　●,●●　●　●　●●上単純な流通手段としてのみ機能するという低
次の規定性だけが含まれる．「Ｗ－Ｇ－Ｗ’が，
資本家たぢのあいだでの諸商品の相互的な売り
と買いすなわち彼らのさまざまな商品資本の諸.
変態のからみあいであるかぎり，Ｇは諸資本の
流通手段として機能する」（マルクス「資本の
流通過程」大月書店，77ページ，圏点－マル
クス）しかし，厳密に規定すれば，商業資本と
は，まさに，商品資本の実現という固有な機能
を通じて価値増殖する一つの独立的な資本種類
である．従って，商業資本が産業資本に対して
もつ差別性の全体は，商品資本の実現が社会的
分業の一環として行なわれるという第一の契機
に対して，貨幣資本の前貸という’第二の契機を上
積みして初めて成り立つ．換言すれば，商品資
本の実現を社会的分業の一環として行なうとい
う第一の契機とそれを貨幣資本前貸によって価
値増殖の手段として行なうという第二の契機と
が一つに合生して初めて，理論上，商業資本が
「一つの特殊な投資に属する営業」（Ｋａｐｉtal，
in, S.281,圏点一頭川）として成り立つの
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である．だから，商業資本が産業資本に対して
もつ差別性を規定する際，第一の契機に加えて
第二の契機が必要な根拠は，商品の実現が社会
的分業の一環として行なわれるという第一の契
機の中に，それ自体としては商品の実現が価値
増殖の手段として営まれるというより高次の規
定性が含まれていない点にある．因みに，商
業資本が媒介する単なる商品の実現W ―G
という第一の契機は，そこに貨幣資本の前貸と
いう第二の契機が上積みされることによって，
流通上で価値増殖する資本の流通形態G―W―
Ｇ’として編成替えされることになる．売りの
ための買いを表わすＧ－Ｗ－Ｇ’という固有
な運動形態こそ，商業資本と同一産業資本内部
の販売部門とを区別する決定的なメルクマール
である．その意味では，以下の二つのマルクス
の文章は，商業資本の産業資本に対する差別性
を構成する二つの契機の関係如何を知る上で千
鈎の重みをもつ.
　「流通のなかでは資本は，ただ，商品として，
または貨幣として，商品資本であるか貨幣資本
であるかにすぎない．商品の運動（それゆえ商
品資本のそれ）は, W-G-W,買うための売
りであり，また，この過程が不断に繰り返され
るかぎりでは，売りは買うためのものであり，
買いは売るためのものである．この後者こそが，
商品の変態を商品資本の変態にさせるものであ
る．この場合にこそ，商品や貨幣の形態の変化
だけではなく，この過程のなかでの価値の維
持と増大とが問題である，ということが現わ
れる.」（Ｚｕｒ Ｋｒitife deｒ Politiｓｃｈｅｎ　Ｏｆｅｏｎｏｍｉｅ
　［Ｍａｕｕｓｆｅｒipt 186 1 ― 186c?］Teil　5,S.1574,
圏点－マルクス）
　「商品の不断の変態を表わす運動が，ここで
は，彼の専門の操作として，彼の媒介活動とい
うよりはむしろそれを機能としてもつ資本の独
自な活動によって行なわれるものとして，現わ
れるのである．」(ibid, S.1576,圏点－一一
マルクス）
　みられる通り，ここで，マルクスによれば，
商業資本の運動Ｇ－Ｗ－Ｇ’は，「商品の不
断の変態を表わす運動ＪＷ－Ｇ－Ｗが「買い
は売るため」という規定的目的に従って「資本
の独自な活動」と,して再編成された固有な流通
形態であるというのである．「買い（Ｇ－Ｗ）
は売る（Ｗ－Ｇ）ため」とはＷ－Ｇ－Ｗが
価値増殖の手段として行なわれることであるか
ら，マルクスの一文は，商業資本の運動Ｇ－
Ｗ－Ｇ’がW―G―Wという一契機とそれ
が価値増殖の手段として行なわれるという他方
の契機との重層的統一によって成り立つという
規定にほかならない．要するに，貨幣資本の前
貸に関する第二の契機は，第一の契機が商業資
本の果たす独自な機能についての一般的規定で
あるのに対して，商品資本の実現という本質的
機能が価値増殖の手段として行なわれるために
必要な追加的規定をなす．なお，ついでに指摘
しておけば，商人の前貸しする商品資本の独立
的な価値姿態としての貨幣資本が実際に流通上
で価値増殖するのは，その実現を媒介される商
品が剰余価値を含む商品資本であることに由来
する．商人によってその実現を媒介される商品
が商品資本だということは，貨幣資本によるそ
の実現の媒介が貨幣形態にある剰余価値形成へ
の参加を意味し，ここにおいて商業資本の･前貸
貨幣資本による社会的総剰余価値の配分への参
加資格が成り立つからである．
　かくて，以上の展開において，われわれは，
商業資本が産業資本に対してもつ差別性を構成
する二つの契機の間の内的つながりを究明した
が，ここで力説しておけば，商業資本の産業資
本に対する差別性が概念上区別される二つの要
素の統一から成り立つがゆえにこそ，マルクス
は，文脈上二つの契機を区分してその差別性を
全体として叙述したのである．従って，商品販
売が社会的分業の一環として行なわれるという
第一の契機のみでは，商業資本のもつ独自性の
完結した規定にはならないのと丁度同じように，
貨幣資本前貸という第二の契機だけでも，実は，
商業資本のもつ独自性の規定としては不十分で
ある(4)つまり，貨幣資本の前貸という第二
の契機は，それ単独では「資本家の特殊な種類
である商品取扱業者」( Kapital,Ⅲ, S.281,
圏点一頭川）の産業資本に対する独自性を規
社会的商品資本の商業資本への転化
定しない．けだし，貨幣資本前貸と一般にいっ
ても，貨幣資本の投下部面は生産過程でも流通
過程でもありえ，商業資本を固有に特徴づける
●　●　●●●●●●●●●●●貨幣資本の流通部面への投下が特定されえない
からである．確かに，先刻引用したマルクスの
叙述で，第二の契機は商人による貨幣資本の前
貸と表現されているから，商人による貨幣資本
の前貸といえば，貨幣資本の投下部面は流通過
程に限定される．しかし，商人による貨幣資本
の前貸という規定は，決して商品販売が商人に
よって社会的分業の一環として行なわれるとい
う第一の契機の絶対的必要性を止揚しない．な
ぜならば，商人による貨幣資本の前貸という一
見単一に見える規定は，実のところ，商品実現
が社会的分業の一環としてなされるという一方
の契機とそれが貨幣資本前貸によって行なわれ
るという他方の契機をともに含む複合的規定に
はかならないからである．貨幣資本を前貸しす
る当事者が独立した商人だということは;貨幣
　　　　　　●●●●●●●●●●●資本前貸が社会的分業の一環である商品実現の
媒介のために行なわれることに等しいのである．
　翻っていえば，商業資本の独自性を構成する
二つの契機の間の脈絡が従来不分明であるのは，
第一の契機のもつ含意の詰めの甘さに起因する．
というのも，商業資本そのものと同一産業資本
内部の販売部門との共通性に関する記述が第一
の契機の枠内にある表面的事実から，第一の契
機そのものの中に同一産業資本内部の販売部門
の事例が直接的に含まれるという固定観念がも
たれたからである．しかし，第一の契機が直接
的に同一産業資本内部の販売部門の事例を含む
という考え方は，商品販売が社会的分業の一環
として行なわれるという第一の契機の中での明
示的な指摘と抵触するのみならず，第二の契機
が第一の契機に対してもつ概念的関係を合理的
に説明しない．けだし，第一の契機の力点をもっ
　●●●●●●●●●●●●●●●て生産者とは別個の担当者によって商品販売が
媒介される点にあるとみなす限りでは，その第
一の契機は，第二の契機それ自身が成り立った
　　　　　　　　　●●●●●●●●●●●●　●めの基礎としての商業資本の本質的機能の規定
である要点が看過されるからである(5)
　以上，われわれは，本節において，マルクス
(頭川)
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が商業資本の独自性を構成する要素として挙げ
た二つの契機の間の内的脈絡を解きほぐした．
　田　商業資本の産業資本に対する同一性という場合，
　　その産業資本は社会的総資本または広義の産業資
　　本を指すのに対して，商業資本の産業資本に対す
　　る差別性を問題にする場合の産業資本とは狭義の
　　産業資本を意味する．商業資本が産業資本に対し
　　て同丿生をもちながらも同時に差別性をもつのは，
　　もともとその同一性が三つの姿態を着脱して運動
　　する社会的総資本との部分的同―性であることに
　　由来する.
　（2）商業資本の運動Ｇ－Ｗ－Ｇ’から資本の価値
　　増殖という高次の規定性を捨象してひとまず単純
　　な商品流通の形態Ｗ－Ｇ－Ｗに還元した上で，
　　続いて，それをＧ－Ｗ－Ｇ’に復元するという
　　理論的な手続きは，「資本論」第１巻第一篇での
　　Ｗ－Ｇ－Ｗと第二篇での資本の一般的定式Ｇ－
　　･W―G'との関係と同じであることが想起されて
　　よい（拙稿「貨幣の資本への転化とは何か」「高
　　知大学学術研究報告（社会科学）」第31巻, 1981
　　年，第一節）.
　（3）マルクスが産業資本と商業資本の関係をもって
　　「社会的分業の特殊な一形態」（Ｋａｐｉtal，Ⅲ，
　　S.283,圏点一頭川）と呼ぶ所以は，社会的分業
　　があらゆる生産形態に妥当す芯超歴史的範鴫とし
・　ては相異なる使用価値を生産する千差万別の具体
　　的有用労働総体の関係から成り立つからである.
　　「すべての特殊な生産的作業様式の総体としての
　　分業は，その素材的側面から，使用価値を生産す
　　る労働としてみた社会的労働の総姿態である.」
　　（Ｚｉｉｒ　Ｋｒitife deｒ　Politiｓｃｈｅｎ　Ｏｋｏｎｏｍｉｅ，
　　　S. 37,圏点－マルクス）従って，産業資
　　本と商業資本との間の社会的分業は，相異な.
　　:る使用価値をつくる易々の･具体的有用労働間
　　の関係ではないがゆえに，その特殊な一形態を
　　なす.
　（4）商業資本自立化の一契機が商品資本の実現のた
　　めの貨幣資本前貸にあるというのは正しいが，商
　　業資本自立化の決定的契機が一般に貨幣資本前貸
　　にあるというのは絶対的な誤りである．けだし，商
　　業資本自立化の決定的契機が貨幣資本前貸にある
　　という一般的規定は，貨幣資本の前貸部面が商品
　　資本の実現される流通過程であることを特定しな
　　いからである．従って，「商品資本は，商人が貨
　　幣資本を前貸しするということによって，商品取
　　扱資本として一つの独立な種類の資本の姿をとる」
　　（Ｋａｐｉtal,m, S.285)というー文から，貨幣
　　資本前貸という一般的規定をもって商業資本自立
　　化の決定的契機だと取り違えてはならない．商業
　　資本に転化する実体としての商品資本と貨幣資本
　　前貸の当事者としての商人というマルクスの一文
　　にある限定は，概念上，商業資本の独自性を構成
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　する第一の契機に等しいことに注意すべきである.
（5）マルクスの規定する第一の契機をもって，商品
　資本の実現が生産者とは別個の担当者によって担
　われるという一支柱と社会的分業の一環として独
　立した商人によって営まれるという一支柱とから
　構成されると解した上で，マルクスは第一の契機
　を単純にも第一の支柱で代表させることによって
　第二の契機へ移行したという「資本論」批判は，
　すでに渡辺武「マルクスの商業資本論および利潤
　論について」「経済学」第43巻第4号, 1982年，
　134ページにある．
　三　商業資本の回転と商業利潤
　われわれは，前節までの考察において，r資
本論」第Ⅲ巻第四篇第16章に内在しつつ，産業
資本に対してもつ同一性と差別性との有機的統
一から成り立つ商業資本の概念規定を構築した．
いまや，商業資本は，産業資本に対する同一性
と差別性との総計から成り立つその副次的形態
として，産業資本と対等平等な資格でもって平
均利潤率形成に参加することによって，産業資
本とは別々に再生産を繰り返すことになる．産
業資本と商業資本とへの産業資本の二重化とは，
商業資本が平均利潤率形成に参加することで産
業資本とは別個の再生産形態をもつことに等し
い．因みに，社会的商品資本が社会的総資本内
部から商業資本として分離独立して独自な仕方
で平均利潤の取得にあずかる方法の考察は，第
17章「商業利潤」の中心テーマにほかならない．
ところが，第17章での商業利潤の成立に関する
マルクスの例解を絡く際，避けて通ることので
きないごく初歩的な疑問に直面する．そこで，
本節では，商業資本そのものの概念規定に関す
るこれまでの考察の一系論として，第17章での
商業利潤の例解にまつわる二つの基本論点に対
して解決を与える．
　さしづめマルクスが第17章で示した商業利潤
の成立に関する例解をコンパクトに紹介してお
けば，それは以下の通りである．いま１年間に
前貸しされる産業資本総額が720C＋180V＝
900£で，剰余価値率が100％であると仮定す
れば，産業資本が１年間に生産する総商品資本
価値は720C＋180V＋180 m ＝1080£で，産
業資本全体に対する利潤率は20％になるり).そ
こで，社会的総資本が産業資本900･£に加えて
商業資本100£によって成り立つと仮定すれば，
商業資本は，産業資本と違って剰余価値形成に
は従事しないが，資本主義的牛産の総過程上での
利潤範鴎の成立を基礎にして，産業資本と同等
な資格で平均利潤率形成に参加することになる．
つまり，社会全体の完成された平均利潤率は，
産業資本の生産した社会的総剰余価値に対する
商業資本を含めた社会的総資本の比率‾万灰マ
Ti??9冷方＝18％として最終的に決定される．
産業資本と商業資本とが対等な資格で社会的総
剰余価値の均箔にあずかる完成された平均利潤率
の下では，1080£の価値をもつ総商品資本の卸売
価格＝「産業的生産価格」（Ｚｕｒ Ｋｒitik deｒ
戸oa£ischen Okonomie［ManuskΓφ£j田j→
１８６３］Teil5, S.1569) =「製造価格」（ibid ，
S.1687)は,（720c＋180V）（1十〇.18) =1062£
となり，それは同時に商業資本にとって1080
£の価値をもつ総商品を仕入れる際の費用価
格として現われる．従って，商業資本が総商
品を最終消費者に対して販売する際の「最終価
格」(ibid., S.1687) =「商業的販売価格」
（尺apital, m, S.320) =「商業価格」(ibid,
S.323)は，1062＋100（1十〇.18) =1080£
となる．だから，商業資本は，前貸資本100£
に対して年間に卸売価格と最終的販売価格との
差額分18£を平均利潤として掌中に納め，「産
業利潤率」（加ｒ　Ｋｒitife　dieｒ　Politiｓｃｈｅ几
Okonomie［Ｍａｎｕｓfeｒφt 1861－１８６３］Teil
5, S.1685) 18%と同じ「商業利潤率」（ibid.）
を取得する．それゆえ，総じていえば，剰余価
値生産に従事しない商業資本の取得する商業利
潤は，産業資本の下で産出された社会的総剰余
価値の移転分をなし，利潤範鴫成立下では社会
的総剰余価値が生産部面から流通部面へと部分
的に流人するのである(2)
　そこで.第17章のマルクスの例解に対して以
下のような二つの基本的な疑問が生じる．先ず
第一に, 180£の可変資本が年間に180£の剰
余価値を産出することから考えて，マルクスの
例解は，前貸しされた産業資本900£が１年間
社会的商品資本の商業資本への転化
に一回転して1080£の価値をもつ総商品を生産
するという想定に立つ．いうまでもなく，1080
£の価値をもつ総商品の生産完了後において初
めて，商業資本はその総商品の実現を媒介する
ことになるから，マルクスの商業利潤に関する
例解では，「資本論」第ｎ巻第三篇の再生産表
式にみられる社会的再生産の単年度均衡原則が
破られるのではないかというプリミティブな疑．
問にわれわれは直面する．第二に，マルクスの
例解では，1080£の価値をもつ総生産物の実現
に前貸商業資本100£を要すると想定されるが，
1080£の価値をもてこ）総生産物の実現に要する
100£の前貸商業資本量の想定根拠如何という
疑問がわれわれに生まれるのである．というの
も，マルクスの例解は，商業資本の年間におけ
る複数回転を想定するが，商業資本の年間回転
数そのものは，流通期間を前提すれば，前貸商
業資本量によって従属的に規定される関係にあ
るからである．マルクスの例解での10.62とい
う商業資本の年間回転数は，1080£の価値をもつ
総商品の商業資本にとっての費用価格-これ
はこれで産業資本量と社会的総剰余価値とを所
与とすれば商業資本前貸量によって規定され
る一一一一と前貸商業資本量との比率として算出さ
れるから，前貸商業資本量を根本前提として決
定される．われわれのサーヴェイに従えば，第
17章でのマルクスの例解には，社会的生産の単年
度均衡原則が貫徹しているのか否かという論点
と前貸商業資本量100£の想定根拠如何という
論点とは，マルクスの例解の根本前提であるに
もかかわらず，従来本格的な吟味が皆無に近い
現状にある．
　われわれの理解によれば，マルクスの例解で
は社会的再生産の単年度均衡原則が破られるの
ではないかという疑問も前貸商業資本量100£
の想定根拠如何という疑問も，実はともに，
900£からなる前貸産業資本を単一の産業資本
とみなす固定観念から生じるにすぎない．言葉
を換えていえば，マルクスの例解に関する二つ
の基本的疑問は，すべて第16章での商業資本の
自立化根拠の説明と第17章での商業利潤に関す
る例解との間に横たわる発展的継承関係を無視
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するところから生じるのである．もし前貸産業
資本総額の900£は生産期間も流通期間もとも
に等しい複数の回転期間が順を追って展開され
る個別産業資本の前貸資本量の総計から成り立
つと考えるならば，マルクスの例解では社会的
再生産の単年度均衡原則が破られるのではない
かという疑問も100£の前貸商業資本量の想定
根拠如何という疑問もともに一挙に氷解してし
まうのである．その意味では，マルクスの例解
にまつわる二つの基本的疑問の解決は，それ自
体第16章と第17章との連繋関係如何にかかわる
第１図　マルクスの例解に含まれた基本前提
産豪責本ｌ
　　　　２
　　　　３
４
５
６
７
８
９
10
㎜生産期間
一流通期間
☆ごプ
矢印は回収された商業資本（100£）の再
投下される方向性を表わす
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一基本問題である．
　すなわち，いま前貸産業資本総額が900£で
同量の前貸資本量（90£）をもつ個別産業資
本が10存在するものと想定しよう．そこで，生
産期間と流通期間とがそれぞれ50週間と５週間
と仮定して（１年間＝50週間と前提する），10
の個別産業資本がすべて同じ55週間の回転期間
をもち，それぞれの同じ回転期間が順々に５週
間ずつずれて展開されるものと想定すれば，第
１図ができあがる（前貸産業資本のうちｃとＶ
との内訳は，「資本論」の想定と同様に４：１
と仮定し，?＝100％と前提する）．そこで，
第１図によれば，総生産物は年間全体で1080£
であるが，各個別資本の回転期間が一定期間だ
け順番にずれて行なわれることから，総生産物
は，年末に一挙に完成するのではなく，年間を
通じて均等かつ周期的に生産されることになる．
従って，第一に，前貸産業資本を単一の個別産
業資本と考えて，年末に一挙にその総生産物が
　　　　　●●●●●●●●●完了し，次の一年間のうちに商業資本によって
その実現が媒介されるとみなす必要性は全然存
在しないことになる．第１図のように，商業資
本は, 100£の前貸資本量をもって一年間のう
ち均等に分散した各時点で，各産業資本から生
産物を100£の卸売価格で購買するものと考え
れば（各産業資本の生産物価値は72c＋18V＋
18m = 108£である）,各産業資本は生産した
1080£の価値をもつ総生産物は，商業資本の休
みないＧ－Ｗ－Ｇ’の反復更新によって，生
産過程が進展するその一年間のうちに実現完了
することになる．だから，再生産表式が社会的
再生産の単年度均衡原則に立つのと丁度対応し
て，商業利潤の成立に関するマルクスの周知の
例解もまた，生産過程が進展する一年間のうち
に商業資本が総生産物を実現完了するという単
年度均衡原則の上に成り立つのである．第二に，
マルクスの例解では，前貸商業資本量は基本的
には一年間のうちに均等に分散した各時点で生
産を完了する各個別産業資本の前貸資本量（費
用価格）とその生産物価値との中限点に決まる．
前貸商業資本量は先ずもって各時点で生産完了
する各産業資本の前貸量とその生産物価値との
中間点に決まり，しかる上で，商業資本の年回転
数はその前貸資本量をもつ商業資本が一年間に
何回その回転運動を反復更新するかによって従
属的に決まるのである．だから，マルクスの例
解での前貸商業資本量100£の想定根拠をもっ
て単純にも商業資本が年間10.62回転するとこ
ろに求めるとすれば，それは堂々めぐりの循環
論法にほかならない．それゆえ，900£の前貸
産業資本がいくつかの同じ前貸資本量をもつ個
別産業資本の総計と考え，それぞれ同じ生産期
間と流通期間とから成る各個別産業資本の回転
期間が同じ期間ずっずれて展開するという想定
に立つならば，マルクスの例解では前貸商業資
本量の想定根拠もまた一挙に解決することにな
る．だからまた，一時点で100£しかない有効
需要に対して1080£の価値をもつ総生産物の卸
売価格が全体として1062£に決まる根本前提に
社，各時点での100£の有効需要に対して同じ
時点で総生産物が周期的かつ均等に牛産される
という想定があることを銘記すべきである．
　ところで，マルクスの例解に含まれた基本前
提を析出するこれまでの考察において，商業資
本の年回転数10.62を10回転と仮定し，更に年
回転数10回転の下では１回転あたりの卸売価格
が106.2£であるのに前貸商業資本量を100£
と想定したのは，すべて作図と数値を極力単純
化してマルクスの例解が含む基本前提を簡単明
瞭に表現しようとする目的による．従って，マ
ルクスの例解に含まれたいくつかの数値とわれ
われが説明の便宜上仮定した数値とが食い違う
としても，マルクスの例解が含む基本前提その
ものは本質的には変わらない．因みに，１年間
を50週と考えてマルクスの例解が含む基本前提
を正確な数値で表現しなおせば，以下のように
なる．先ず複数の個別産業資本から成り立つ
900£の産業資本の生産期間は，前貸可変資本
180£が１年間に180£の剰余価値を産出する
と想定される限り，１年間＝50週間である．
そこで，前貸商業資本量が100£であるから，
100£の商業資本が絶え間なくその回転運駄
を展開し, 1080£の価値をもつ総生産物を１
年間に亘って実現して18％の平均利潤を取得す
社会的商品資本の商業資本への転化
　る必須要件を求めるために，流通期間＝商業資
　本の１回転期間＝ｘとおけば，商業資本の年回
　転数＝個別産業資本数＝早となる．前貸商業
，資本量100£とその年回転数ｘとの積は，卸売
　価格の年総計額と一致することから，ｚは次の方
　程式の解である. 100--旦＝900 ・ 1.18　∴ｘ＝
　器≒17従って，轟資本によってその回転
　が媒介される個別産業資本数は，翁≒･10.62
　よって，個別産業資本の前貸資本量は,･Ｔ読か=ﾖ
　84.7£となる．いうまでもなく，その回転が
　媒介される個別産業資本数は同時に商業資本の
　年回転数10.62に等しい．従って，マルクスの
　例解にあっては，第一に，900£の前貸産業資
　本総額は, 84.7£の前貸資本量をもつ10.62個
　の個別産業資本の総計から成り立つ．第二に，
　10.62の各個別産業資本の回転期間＝生産期間
　はすべて50週間で，その回転期間はそれぞれ商
　業資本の１回転期間である4.7週間分ずつ等し
　く順々にずれて展開される．第三に, 100£の
　前貸資本量をもつ商業資本は, 4.7週間毎に１
　回転して年間50週間で総計1080£の価値をもつ
　総生産物を完全に実現する．その場合，商業資
　本１回転あたりの購買価格100£の構成は, 84.7
　£（個別産業資本の費用価格）＋15.3£（個別
　産業資本の平均利潤）で，商業資本は, 100£
　の費用価格に対して1.7£の平均利潤を追加し
　て販売し，年間に100£の前貸資本量に対して
　1.7・ 10.62=18£を取得する..それゆえに，
　マルクスの例解が含む基本前提を数値的に如何
　に正確に表現したとしても，マルクスの例解に
　おいて900£の前貸産業資本量は大ぎさの等し
　い複数の個別産業資本の総計から成り立ち，し
　かもそれぞれ相等しい長さの回転期間が順々に
　商業資本の１回転期間＝流通期間分だけずれて
　展開されるという基本前提が含まれている事実
　は不動である．
　翻っていえば，商業資本が一定期間内に相異
なる多数産業資本の回転を順々に媒介してゆく
という想定は，直接的には第16章で規定された
商業資本自立化の第三要因つまり多数産業資本
の回転の媒介による前貸商業資本量の圧縮効果
に等しい．ところが，第三要因そのものは，商
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業資本による流通期間の短縮を規定した第二要
因を論理的前提としつつ更にそれを一歩進めた
ものである．第１図での商業資本による連続的
な多数産業資本の回転媒介は，以前に10週間で
あった流通期間が半分の５週間に短縮されたそ
の基礎上で単純に媒介されるよりも多くの産業
資本の回転が媒介された姿であると考えればよ
い(3)また，流通期間短縮に関する第二要因
そのものは，商業資本が多数産業資本に代わっ
て生産の連続化に必要な追加資本成分を先取的
に前貸しすることによって生じる前貸資本量縮
小効果一第一要因-を更に一歩進めた規定
である．流通期間不変の前提上での前貸商業資
本量の圧縮効果の規定である第一要因は，商業
資本が同時に多数の産業資本の回転を媒介するこ
とから生じる．第１図で，或る一時点において
商業資本に媒介される一産業資本の回転は，事
実上多数産業資本の回転を一緒にまとめだもの
にほかならない．だから，総じていえば，第17
章での商業利潤の成立に関するマルクスの例解
の中には，第16章での商業資本自立化の三つの
要因がその論理的前提として内包されているこ
とになる(4 )つまりi第17章でのマルクスの
例解は，商業資本自立化の三要因を説明してい
る第16章と不可分の発展的継承関係にある(4).
従って，第16章での商業資本自立化の根拠説明
と第17章での商業利潤の成立の仕方の説明との
間には埋めがたい断絶があるという一部の人々
が提起するマルクス批判は,全然当たらない.第
17章での商業利潤の成立の仕方に関するマルク
スの例解は，文字通り第16章での商業資本自立
化の三要因の発展的具体化にほかならない．第
17章でのマルクスの例解は，第16章での商業資
本自立化の三要因の規定と無関係な展開にすぎ
ないというマルクス批判はいわれなき論難であ
るといって過言でない．いうまでもなく，第16
章と第17章との間に理論的断層を見いだす｢資
本論｣批判は，商業資本の自立化根拠と商業利
潤の成立根拠との等置に基いて提出された見解
七ある(５)が,'しかし，商業資本の自立化根
拠そのものは，剰余価値の産業利潤と商業利
潤とへの分割を論理的前提とした上での社会
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的総資本全体にとっての平均利潤率の上昇の
根拠であるにすぎない．商業資本の自立化＝
平均利潤率の上昇は，社会的総資本の一構成部
分としての商業資本の平均利潤率形成への参加
それ自体を論理的前提として初めて成り立つ．
なるほど産業資本と商業資本との間の競争関係
を通じてのみ商業資本に平均利潤を保証する価
値以下への卸売価格の切り下げが達成される事
実を表象に思い浮かべるならば，あたかも商業
資本の自立化根拠こそが商業利潤の成立根拠
であるかのように映じる．というのも，産業
資本との競争関係を通じて商業資本が卸売価格
を価値以下に低下させうる動因は，産業資本に
とって商品資本の実現を自立化した商業資本に
委託する方が利潤率が高まる効果にあるからで
ある．だから，自立化した商業資本に対して商
品資本の実現を委任する方が有利だという産業
資本側の事情が商業資本の自立化の根拠だとさ
れた上で，その商業資本の自立化根拠こそ商業
利潤の成立根拠とみなされるのである(6)し
かし，商業資本自立化に伴う商品資本実現の委
託の産業資本にとっての有利性こそ商業資本利
潤の成立根拠だとみなす理解は，商業資本の自
　　　　●●●●●●●●●●●●●●●●立化を社会的総資本全体の利潤率上昇要求から
生まれるその必然的産物と見ないゆがんだ考え
方に由来する．つまり，商業資本の自立化根拠＝
商業利潤の成立根拠を唱える見解には，商業資
本自立化は，産業資本と商業資本へと二重化す
　　　　●●●●●●●●る以前の社会的総資本全体にとっての利潤率上昇
要求の内在的産物であるという基本事項の閑却
がある．なぜならば，商業資本の自立化か社会
的総資本全体の利潤率上昇要求に根本的基礎を
おくということは，商業資本へ転化する商品資
本を含めた社会的総資本が初めから社会的総剰
余価値の配分に均等にあずかる資格要件をもつ
という一般的原理に等しいからである．社会的
総資本は，それがあらかじめ社会的総剰余価値
の配分に対等平等な資格で均等に参加する要件
をもつがゆえに，平均利潤率を高める一基本方
法としてその中の一恒常的成分である商品資本
を商業資本として内在的に分出するのである．
従って，産業資本の利潤率を高める商業資本の
自立化は，商業資本として自立化する社会的商
品資本の平均利潤率形成への参加を前提する．
だから，更に一歩議論を進めていえば，流通期
間の長さが年間に生産される剰余価値量を制限
するという「資本論」第ｎ巻次元上での基礎的
　　　　　　●●●●●●●　●●　●●●●●●事柄（７）は，社会的総資本全体に一様に妥当す
●●●●●●●●I●●●●●●●●●●●●●る利潤範鴫の成立を論理的媒介項にして初めて，
商業資本自立化の根拠説明へと連絡するのであ
る．商豪資本の自立化を説く際，第ｎ巻次元上
での流通期間の長さに対応した年間生産剰余価
値量の制限という基礎的関係にだけ一面的に固
執すれば，商業資本自立化の利益が剰余価値を
直接的に牛産する生産資本（＝産業資本）にとっ
てのみ発生すると取り違える結果として，商業
資本自立化によって利潤率上昇の利益を享受す
る産業資本はその見返りとして商業資本に平均
利潤を分与するという論法が不可避的に発生す
るのである．その意味では，商業資本の自立化
根拠をもって商業利潤の分与根拠とみなず見解
は，商業資本の自立化根拠を一面的に流通期間
の長さと年間生産剰余価値量との直接的関係に
求める考え方の論理必然的な産物にほかならな
い．商業資本の自立化要因を一方的に生産資本
の利潤率上昇要求の立場からのみ考える偏頗な
立場こそ，商業資本の自立化根拠と商業利潤の
発生根拠とを等置する見解の母胎である．因み
に,･商業資本自立化の基本的動因をもって個別
産業資本にとっての価値増殖上の制約要因であ
る流通過程の委譲競争に求める一部の試みは，
本質的に，商業資本の自立化根拠を社会的総資
本のー成分でしかない産業資本の立場に求める
考え方に帰着する．つまり，商業資本をもって
個別産業資本間での流通過程の委譲競争の産物
とみなす見解の本質は，商業資本自立化の要因
を社会的総資本の一成分でしかない産業資本
（＝生産資本）の立場から一方的に説明しよう
とするところにある．しかし，商業資本自立化
の要因を剰余価値生産に直接従事する産業資本
の立場に求める取り違えを別としても，実は，
産業資本の立場からの一方的な流通過程の委譲
競争は商業資本自立化の必然性を少しも説明し
ないのである．けだし，流通過程の委譲競争は，
社会的商品資本の商業資本への転化
それが産業資本の一方的立場からの要求である限
り，理論上，流通過程の負担がそのまま別種の資
本に肩代わりされる事態を生むにすぎないからで
ある．換言すれば，商業資本自立化の動因を産業
資本（＝生産資本）の立場に求める見解は，そこ
　●●●●●●●●●に平均利潤率を高める商業資本自立化の必然性を
少しも含まないのである．仮に個別産業資本間で
の流通過程委譲競争と平均利潤率を高める商業
資本自立化の必然性とが理論的に結びつくとす
れば，その論理的前提には両者を連結する媒介
項として商業利潤の成立根拠が必ず存在する必
要性があることを1毬己すべきである．それゆえに，
総じていえば，商業資本の自立化根拠を商業利
潤の取得根拠だとみなす主張は，概念上自立化
した商業資本による平均利潤率形成への参加と
いう事実をもってその平均利潤率形成への参加根
拠を展開してみせる典型的な循環論法である(8)
第16章での商業資本自立化の根拠説明と第17章
での商業利潤に関するマルクスの例解との間に
見いだされた理論的断層は，商業資本の自立化
根拠をもって商業利潤の分与根拠とみなすみず
からの固定観念に起因するにすぎない．
　以上，われわれは，本節において，第17章で
の商業利潤に関するマルクスの例解に内包され
た基本前提をえぐりだし，もって第16章での商
業資本の自立化の根拠説明と第17章でのマルク
スの例解との間に伏在する脈絡を明確化した．
　田　従来学界の一部には「資本論」第Ⅲ巻第二篇で
　　の流通期間の捨象の想定をもって厳密な根拠づけ
　　を欠く機械的な抽象だという批判がある．しかし，
　　第二篇での流通期間＝ゼロの想定は，産業資本や
　　商業資本がそれぞれ生産資本や商品資本の自立的
　　な転化形態として具体的な姿態で相対する資本主
　　義的生産の総過程という固有な論理次元と一義的
　　な照応関係にあるとみるべきである（拙稿「商
　　業資本と平均利潤率」第三節）.
　（2）「商業資本自身は，それが機能する唯一の部面
　　である流通部面のなかでは価値も剰余価値も創造
　　しないのであって，価値も剰余価値も直接的生産
　　の部面から流通部面に流れ込む(flieβｅｎ）ので
　　ある.」（Ｚｕｒ Ｋｒitik deｒ　Politiｓｃｈｅｎ　ｄｅｒ
　　PolitiｓｃｈｅｎＯｆｅｏｎｏｍｉｐ［Ａ仙ｎ。んΓφ£1861―
　　j田Ｊ］Teil 5, S.1594)
　（3）商業資本自立化の三つの要因に関する本格的考
　　察については，拙稿「商業資本自立化の必然的根
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　拠」「一橋論叢」第94巻第２号, 1985年を見よ.
（4）商業資本自立化の三要因に関する従来の理解に
　は，二つの基本的欠陥があるように思われる．
　　第一点．従来の見解によれば，商業資本による
　流通期間の短縮根拠は，少数商業資本の下で多数
　の販売と多数の購買との社会的接合が可能になる
　点に求められる．従って，従来の見解では，マル
　クスの挙げた商業資本自立化の第三要因こそ流通
期間短縮の指摘として決定的重みをもつというこ
　とになる．しかし，拙稿「商業資本自立化の必然
　的根拠」で提示したわれわれの積極的立場からい
　えば，少数の商業資本の下での多数のＷ一Ｇ
　と多数のＧ－Ｗとの社会的接合による流通期
　間短縮の指摘こそ第三要因だと解する従来の見解
　は，第三要因そのものの根本的な取り違えである.
　　　　　　　　　　　　●●●●●●●●●●●●第三要因は，それ自体第二要因である流通期間短
　縮の基礎上でより多くの産業資本の回転を媒介す
　ることから生じる前貸商業資本量の圧縮効果の指
　摘にほかならない．因みに，同一部門内あるいは
　異部門間にまたがる多数産業資本の回転媒介が
　流通期間短縮を論理的前提として初めて前貸商
　業資本量の圧縮につながる旨の確たる記述は，
　Ｚｕｒ　Ｋｒitlfe　deｒ　Politiｓｃｈｅｎ　Ｏｆｅｏｎｏｍｉｅ
　［ManusたΓφ£1861 ―1863］Teil 5， S.1584
　にある.だから，少数の商業資本の下での社会的
　な売買の接合こそ流通期間短縮の最大の根拠だと
　いう従来の理解は，第三要因が流通期間短縮の規
　,定である.第二要因を論理的前提として成り立つ前
　貸商業資本量の圧縮効果の規定である以上，r資
　本論」から離反した考え方だという.ことになる．
　　第二点．従来の見解によれば，商業資本自立化
　の第二要因は，分業一般が随伴する販売労働の専
　門化によって生まれる流通期間の短縮の指摘だと
　解され，第二要因によっては商品資本の実現が商
　業資本によって社会的分業の一環として営まれる
　必然性が説明されないとみなされてきた．しかし，
　第二要因が商業資本自立化の必然性を説明しない
　と映じるのは，第二要因の箇所で商人が「専門に
　　(ausschlieβlich)」販売業務に従事するとい
　うマルクスの記述（Ｋａｐｉtal，Ⅲ, S.287)をもっ
　て分業一般がもたらす販売労働の専門化に一面化
　する見方に起因するにすぎない．第二要因の箇所
　での「専門に」をもって社会的分業によってもた
　らされる取引数減少・売買関係の単純化と販売
　労働の専門化との両面にわたって把握するなら
　ば，第二要因は流通期間短縮をもたらす商業資
　本自立化の必然性の説明になる．「より迅速な
　販売すなわち買い手のより迅速な発見は，分業
　(die Teilung der Arbeit)の原理から生ずる」
　（Ｚｕｒ　Ｋｒiｔife　deｒ　Politiｓｃｈｅａ　Ｏｆｅｏｎ.ｏｍ.ie
　［Ｍｏａｕｓkｒφt 1861-1863］Teil 5,S.1584,圏
　点－マルクス）という場合，「分業め原理」とは
　社会的分業の原理を指すと考えるべきである．因み
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　に，社会的分業の一環を担う「商人」による「売
　り手の数」や「買い手の数」の減少が，「交換過
　程の大きな短縮」や「単なる流通のために必要と
　される労働時間の損失の大きな減少」（以上，泌
　id.. S.1687)をもたらすという明言的な指摘
　があるからである．だから，従来の理解とは違っ
　て，第二要因は，社会的分業に伴う流通期間短縮
　の指摘として商業資本自立化の必然性を説明する．
　　従って，更に一歩突っこんでいえば　商業資本
　による多数産業資本の回転媒介という契機そのも
　のは，第二要因にも第三要因にも共通して含まれ
　る．但し.第二要因でいう流通期間短縮は，或る
　時間的―断面において商業資本が一挙に多数産業
　資本と取引関係を結ぶことを根拠に成り立つのに
　対して，第三要因の前貸商業資本量圧縮効果は，
　●●●●●●●●●●時系列的な流れの中で商業資本が次々と多数産業
　資本の回転を媒介する関係を根拠にして成り立つ．
　従って，第二要因と第三要因とは，ともに多数産
　業資本の回転媒介という契機を含む反面で，それ
　ぞれの効果が発生する固有な根拠を異にする.
（5）「商業資本は，産業資本の流通過程を専門的に
　分担することによって流通過程のための準備追加
　資本と売買に要する流通費用とを節約することに
　よって，その資本の利潤を分配せられることにな
　るのである.」（宇野弘蔵「経済原論」r宇野弘蔵
　著作集」第一巻，岩波書店, 1973年，500－ 1 ペー
　の
　　「流通資本が節約されるという点に，商業資本
　の利潤の根拠がある.」（宇野弘蔵「恐慌論・商業
　利潤論の諸問題」法大出版局, 1963年, 134ペー
　ジ）
　　「商業資本は個々の産業資本の特定の回転から
　解放され，全体的にみた商品の販売期間を短縮す
　ることができる．この販売期間の短縮が，産業資
　本の利潤率上昇に役立つことはいうまでもない．
　だから，商業資本は産業資本から剰余価値の一部
　を，利潤として与えられるのである.」（日高普
　「商業資本の理論」時潮社, 1972年，73ページ）
（6）第17章における商業利潤の成立に関するマルク
　スの例解には，産業資本と商業資本との間での競
　争関係に媒介された卸売価格形成メカニズムが内
　包されていることに注意すべきである．つまり，
　マルクスは，第17章における商業利潤の成立を例
　解する際，先ず産業資本と商業資本との間での平
　均利潤が如何なる水準に決まるかをのべ，続いて
　その平均利潤率に規定されるものとして卸売価格
　の水準を説くという展開順序をとったが，そもそ
　も産業資本にとって商品資本の実現を商業資本に
　委託することの有利さが両者の競争関係において
　卸売価格を価値以下に押し下げる動因として作用
　しつつ，両者の獲得する利潤率と卸売価格の均衡
　という事態が成り立つと考えるべきである．従っ
　て，第17章での商業利潤の成立に関するマルクス
　の例解には,･ニ種類の資本間での競争関係に媒介
　された卸売価格形成メカニズムが折りこみ済みで
　ある事実を等閑に付してはならない．いうまでも
　なく，マルクスの例解の中に二種類の資本間での
　競争関係に媒介された卸売価格形成メカニズムが
　明示的に叙述されていないのは，すでに第二篇と
　くに第10章で市場生産価格形成メカニズムが解決
　済みであるとともに，第16章で商業資本自立化の必
　然的根拠が説明済みであるという二つの理由によ
　る．また，マルクスの例解において，平均利潤率の
　水準が先ず規定された上で次に卸売価格の均衡点
　が説かれるのは，卸売価格の均衡点が平均利潤率
　の成立に論理上従属して決定されるからである.
（7）「資本の流通期間は一般に資本の生産期間を制
　限し，したがって資本の価値増殖過程を制限す
　る.」（Ｋａｐｉtal,n, S.128)
（8）宇野弘蔵氏の商業利潤の成立に関する所説に対
する立ち入った吟味については，森下二次也r現代
商業経済論」179-193ページと加藤義忠「商業資
本論の研究」52―77ページを見よ．
四　商業資本と商業信用
　われわれは，第一節と第二節とにおいて，産
業資本に対する同¬性と差別性との重層的統一
から成り立つ商業資本の概念規定を掘り下げて
考察し，続く第三節において，商業利潤の成立
に関するマルクスの具体的例解に内蔵された基
本前提をえぐりだして，第16章での商業資本自
立化の根拠説明と第17章での商業利潤成立の具
体的例解とめ間に存在する連繋を明確化した．
いうまでもなく，マルクスが経済学史上初めて
構築しえた商業資本の概念規定は，商業信用が
産業資本と商業資本との間で形成される場合に
もそのまま通用する普遍的妥当性をもつと同時
に，商業資本が産業資本から商品仕入れをする
際に商業信用を利用する部分についても平均利
潤が成り立つレところが，商業資本が商業信用
を利用するようになれば，社会的商品資本を実
体とするマルクスの商業資本の概念規定は成り
立たず，自己資本を投下した流通費用部分につ
いてのみ平均利潤が取得されるというヒルファ
ディング流の考え方が，近来---部に定着しつつあ
る現状にある．そこで，本節では，本稿の締め
括りとして，商業資本が商品仕入れに際して商
業信用を利用する資本主義的生産の基礎上では，
社会的商品資本の商業資本への転化
自己資本の投下によって成り立つ純粋流通費用
こそ商業資本の実体をなし，その純粋流通費用
部分についてのみ平均利潤が形成されるという
見解に対して批判的吟味を加える．
　さしづめ商業信用が一般的に利用される資本
主義的生産の基礎上では，商業資本は純粋流通
費用を実体とする独立した資本種類をなし，商
業信用が利用できない純粋流通費用部分につい
てのみ平均利潤が成り立つという「資本論」に
対する否定的見解をごく簡単に紹介すれば，そ
れは以下の通りである．すなわち，「資本論」
第Ⅲ巻で，マルクスは，商業信用と銀行信用とに
よって具体的に示される利子生み資本の運動法
則の考察以前に商業資本の運動法則を説明した
が，そもそも商業信用は商業資本を捨象した論
理次元上で広義の産業資本の信用関係としてす
でに概念規定できる．従って，商業資本の概念
規定を確立する場合には，商業資本が商業信用を
商品仕入れに際して利用する一般的関係を前提
する必要がある．そうすれば，商業資本は当初
から商品仕入れに対して自己資本投下を免れ，
自己資本投下は商業資本にとっての固定資本を
なす純粋流通費用部分にのみ限定されることに
｀なる．従って，商業信用が商品仕入れに際して
一般的に利用される資本主義的生産の基礎上で
は，純粋流通費用部分に対してのみ自己資本と
しての貨幣資本が投下されるとすれば，商業資
本は本質的には純粋流通費用の独立化した資本
種類であるということになる．因みに，商業資
本による販売の促進は基本的に純粋流通費用の
果たす機能であるから，その純粋流通費用こそ
商業資本の実体にほかならない．だから，商業
資本が純粋流通費用を実体として成り立ち，純
粋流通費用による販売促進の機能に商業利潤の
分与根拠があるとすれば，商業利潤は純粋流通
費用部分についてのみ成り立つのである．追加
的にいえば，資本主義的生産の基礎上での商業
資本と資本の大洪水以前的な形態である商人資
本との間の本質的な相違は，商品買取資本部分
が商業信用で賄われるか自己資本で賄われるか
にある（１），と．
　しかし，われわれは，商業資本＝純粋流通費
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用説に対して始めから終･りまで根本的な疑問を
もつ．
　第一に，商業信用が商業資本の概念規定以前
の論理次元上で産業資本同士の関係の中で展開
可能だという主張は，「資本論」第Ⅲ巻第五篇
で展開された資本主義的な信用の概念規定の否
定の上にのみ成り立つ．というのも，商業信用
は，銀行信用と相並ぶ資本主義的信用の二大基
　　　　　　　　　　　●●●●●●●●●●●●本形態の一つをなす利子生み資本の特殊な媒介
形態として存在し，利子生み資本は完成した平
均利潤率を論理的前提としてのみ形成されるか
らである．マルクスが商業信用を「資本論」第
Ⅲ巻第五篇で初めて分析対象に据えた所以は，
商業信用が完成した姿での平均利潤率を論理的
前提として成り立ち，利子生み資本そのものの特
殊な貫徹形態であるからにほかならない．従っ
て，『資本論』第ｍ巻第五篇より前の論理次元
　　　　　　　　　　　　　　●●●　　●●●●上で成り立つ産業資本間での掛売り・掛買い関
係と第五篇での商業信用とは，マルクスにあっ
ては概念上相異なる．だから，商業資本の概念
規定を確立するに際しては，完成した姿での平
均利潤率の成立を前提として成り立つ利子生み
資本の特殊な媒介形態である商業信用を投入す
る必要性は全然存在しない(2)_
　第二に，たとえ商業資本が商品仕入れに際し
て商業信用を利用すると仮定しても，商業資本
の実体が社会的商品資本であるというその根本
規定のもつ普遍的妥当性は少しも損われない．
なぜならば，商業資本が商業信用を利用する場
合，商業資本の実体である社会的商品資本の独
立的な価値姿態としての貨幣資本が，更に一歩
進んで貨幣支払約束の形態をとると考えれば
よいからである．しかも，連続的生産形態の基
礎上では，社会的総資本の一恒常的成分として
の商品資本は常に商業資本の掌中に存在して，
商業資本の下でのみ貨幣資本への転化という固
有な機能を果たすのである．従って，商業資本
が商品仕入れに際して商業信用を利用する場合，
商業手形は社会的商品資本そのものの独立的な
価値姿態である貨幣資本そ
すぎず（Ｐ二咎之W―G'
されるべき社会的商品資本
れ自
'゜Ｐ)
体を代理するに
　最終的に実現
は恒常的に商業資本
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に帰属する．いうまでもなく，商業資本が商品
仕入れに際して商業手形を利用する場合，貨幣
支払約束が商業資本のとる独立的な価値姿態を
代理し，商業資本による商品仕入れが完了する
ならば，産業資本が代表する社会的生産資本の
一部分は貨幣支払請求権の形態で存在すること
になるが，それ自体無価値な商業手形による社
会的商品資本や社会的生産資本の代理は，社会
的総資本中の一成分か恒常的に貨幣資本形態で
存在するという一経済法則に立脚することに注
意すべきである．既述の通り，産業資本と商業
資本とが社会的分業関係にある体制の下で,社会
的総資本中の恒常的成分である商品資本か生産
資本かのいずれかがその独立的価値姿態をとっ
て存在するという事実は，要するに社会的総資
本中の一成分か恒常的に貨幣資本形態にあると
いう一経済法則に帰着するからである．だから，
社会的総資本の一成分か生産資本か商品資本の
とる独立的な価値姿態として貨幣資本形態で恒
常的に存在する資本主義体制の基礎上において，
商業資本が産業資本から商業手形で商品仕入れ
をする場合，商業手形は単純に商業資本の実体
としての商品資本が着用するその独立的な価値
姿態を代理するにすぎないのである．それゆえ，
商品仕入れに際して商業信用が利用される場合
にも，商業資本の実体が商品資本だというその
根本規定はそのまま妥当する．
　第三に，商業資本による販売の促進は広告宣
伝費を中心とする純粋流通費用の発揮する本質
的機能であるがゆえに，商業資本の実体は純粋
流通費用であるという見解(３)も当を失する．
商業資本による流通期間の短縮は，売買関係の
単純化･,取引総数の減少という社会的分業に随
伴する技術的契機に対して，販売の大規模化に
よる販売労働の専門化とその比重の増大という
作業場内分業の利益が結びつくことでもたら
されるからである．従って，商業資本の実体が
社会的商品資本だというその根本規定と社会的
商品資本が少数の商業資本へ集積して生じる流
通期間短縮効果とは基本的な対応関係にある．
純粋流通費用が商業資本自立化に対して演じる
独自な役割は，それが商業資本自立化の下では
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以前に比してその算術的合計額以下に圧縮され
平均利潤率の上昇要因になることにあるにすぎ
ない．勿論，以前の水準以下への純粋流通費用
の圧縮は，社会的商品資本の少数商業資本への
集積それ自体によって本源的に生じるから，社
会的商品資本の商業資本への転化によって流通
期間が短縮されれば，純粋流通費用は更に一層
縮減される．だから，.流通期間と純粋流通費
用とは，前者の長短が後者の大小を基本的に規
定する関係に立つ．純粋流通費用が流通期間短
縮に結びつくのは，自立化した個別商業資本間
で純粋流通費用が競争手段として用いられる場
合に限定される．概念上，商業資本の自立化と
は，個別商業資本間の競争関係を捨象した商業
資本総体と産業資本との間の社会的分業関係の
成立を指すから，･純粋流通費用が個別商業資本
間での競争要因になる場合は捨象される(4)
それゆえ，単刀直入にいえば，純粋流通費用に
よって流通期間が短縮されるという見方は，商
業利潤が商品価格の名目的な価格引き上げから
生じるという見解と同一線上に相並ぶ最も通俗
的な考え方であるといって不当でないように思
われる．
　第四に，商業手形で商品仕入れした部分に対
しては平均利潤が成立しないという主張には，
商業利潤の成立根拠そのものと商業資本の独自
性の一構成要素としての貨幣資本前貸との両面
に亘る取り違えがある．先ず前者についていえ
ば，産業資本と違って剰余価値生産に従事しな
い商業資本が産業資本と同等な資格で平均利潤
率形成に参加する根拠は，社会的な商品資本の
実現によって貨幣形態にある剰余価値形成＝資
本の価値増殖へ商業資本が産業資本と同等に参
与することに･ある．だから，たとえ商品仕入れ
に対して商業信用が科用されるとしても，商業
資本による平均利潤の取得根拠が商品資本実現
による貨幣形態にある剰余価値形成への産業資
本と同等な参加にある限りでぱ，商品資本の実
現は依然として商業資本自身の固有な機能であ
るがゆえに，商品資本実現という固有な機能を
果たす資本部分には平均利潤が帰属する(5)
次に，後者についていえば，商業資本が商業信
社会的商品資本の商業資本への転化
用を利用した部分に関しては平均利潤が成立し
ないという考え方の基礎には，ここで商業資本
の独自性の一契機である貨幣資本前貸が成立し
ないがゆえに，純粋流通費用以外の部分には商
業資本の概念規定が妥当せず，従って平均利潤
も帰属しないという思い違いがあるように思わ
れる．しかし，商品仕入れが商業信用を利用し
て行なわれる場合，直接的には貨幣資本前貸が
あらわれない事実から純粋流通費用部分にのみ
商業資本の概念規定が妥当するという理解は，
マルクスが商業資本の独自性の一契機として挙
げた貨幣資本前貸の規定の誤解に起因する．商
業資本の差別性の一契機である貨幣資本前貸と
は，本質的には商品資本の実現が売りのための
買いという特有な形態で価値増殖の手段として
行なわれることにほかならない．従って，商品
資本の実現が商人の下で価値増殖の手段として
遂行されるならば，商人による貨幣資本前貸と
いう規定は，商業資本の前貸形態が現身の貨幣
資本でなくともかまわないことを即自的に含ん
でいるのである．勿論，商業資本が商業信用を
利用する場合には，貨幣支払約束のうちに存在
する貨幣が観念的な購買手段として機能して，
売りのための買いという資本のとる固有な運動
形態を実現する..それゆえ，商業資本が商品仕
入れに際して商業信用を利用する場合にも，商
品資本の実現が価値増殖の手段として展開され
る限り，商業資本の概念規定がそのまま妥当し
て，純粋流通費用以外の資本部分についても平
均利潤が成り立つのである(6)
　第五に，商業資本と歴史的に最も古い資本の
存在様式である商人資本との間の本質的な相違
は，商品買取資本部分が商業信用で賄われるの
かそれとも自己資本で賄われるのかというとこ
ろにあるという考え方ほど，近代的な商業資本
に関する無概念的な見解は存在しない．商業資
本と商人資本との本質的相違は，最終的に実現
されるべき商品が商人の手に渡る以前から社
会的総資本の一成分としての商品資本である
のかそれとも単純な商品が商人の手中で初め
て商品資本となるのかという点にあるからであ
る．商業資本が産業資本の｢副次的な形態｣
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( Mehrw・£，Ⅲ, S.460)として成り立つと
とのべ単純な商品流通こそ前期的な商人資本の
存在条件であるというマルクスの規定は，詰ま
る所，その実体が社会的総資本の一成分として
の商品資本であるか否かという両者の構成要素
の相違に帰着する．その実体が社会的にみて初
めから商品資本であるのか単純な商品にすぎな
いのかという商業資本と商人資本との間の本質
的相違は，平均利潤率形成への規定的な参加と
いういわば法則的な仕方懲平均利潤の取得にあ
ずかるのかそれとも単なる不等価交換という仕
方で商業利潤の取得にあずかるのかという両者の
相違を必然的に生みだすのである．ここでは，商
業資本と商人資本との間の本質的相違は，産業
資本の「派生的な形態」（.ibid,S.460)である
利子生み資本と前近代的な高利資本との間に横
たわる本質的相違と丁度同じであることに留意
されるべきである．利子生み資本の場合には，
一般的等価物としての貨幣は平均利潤率の成立
する基礎上ではそれが販売される以前から平均
利潤を産出する資本として存在するのに対して，
高利資本の場合には，単純な貨幣が高利資本の
下で初めて資本としての規定性を取得するにす
ぎないのである．従うて，その実体が社会的総
資本の一成分である商品資本だという商業資本
の根本規定は，商業資本が前期的な商人資本に
対してもつ特殊歴史的種差を表わす隅の首石で
ある．それゆえ，『資本論』第Ⅲ巻第四篇では
商業資本が前近代的な商人資本に対してもつ独
自性が不分明であるという批判は，いわれなき
単なる論難にすぎないと評してよい．商業資本
と商人資本との本質的区別を商品仕入れの方法
相違に求める考え方は，商業資本が産業資本に
対してもつ同一性規定のもつ含意把握の不十分
さに起因するその必然的産物である．
　かくて，われわれは，本節において，商品
仕入れに際して商業信用が利用される場合で
も，マルクスが規定した商業資本の概念規定
と商業利潤に関する経済法則とがそのまま妥
当する所以を考察した．
（1）日高普「商業資本の理論」72－87ページ，伊藤
　幸男「流通費の自立化と商業資本」「経済科学」
42 高知大学学術研究報告　第34巻　( 1985 )社会科学
　第31巻第３号, 1984年などを見よ.
（2）利子生み資本と商業信用との関係については，
　拙稿「利子生み資本と商業信用」「金融経済」第
　162号, 1977年を見よ.
（3）ついでに指摘すれば，商業資本が交互に貨幣資
　本と商品資本の二形態をとる事実から商業資本の
　実体が商品資本である内実を否定しながら，商業
　資本が純粋流通費用の独立化したものだという主
　張には，前後撞着がある．けだし，純粋流通費用
　部分も，商品買取資本部分と同じように，最初の
　前貸形態としては表面上貨幣資本の形態をとるか
　らである．従って,少なくとも商業資本を捨象した
　論理次元上で商業資本によって前貸しされる貨幣
　資本の一部分の実体が純粋流通費用であるという
　のであれば，貨幣資本の残る部分は商品資本を実
　体とすると主張しなければ首尾一貫しないのであ
　る.
（4）加藤魏忠「商業資本論の研究」43―4ページ.
（5）商品仕入れに際して自己資本を投下する商業資
　本の場合，最終的販売価格に平均利潤を見込まね
　ばならないのに対して，商業信用を利用する商業
　資本の場合にはせいぜい利子分を織り込めばよい
　とみなすことによって，前者よりも後者の方が競
　争上有利であると主張して，商業信用を利用した
　部分に対する平均利潤の成立の否定を合理化する
　見解がある．しかし，これは文字通りの逆立ちし
　た論法である．両者間での競争上の優劣を前提し
　ても，それは商品仕入れに商業信用を利用した場
　合平均利潤がつかないという積極的証明を根本前
　提に据えてのみその妥当性を主張できる事柄であ
　るからである．一歩突っこんでいえば，商業信用
　の利用部分について利子の成立を認めるならば,．
　利子支払いの源泉となる平均利潤の成立を認めな
　ければ論理整合性を欠くように思われる．
圓　ヒルファディングに従えば，商業資本が商品仕
　入れに対して自己資本を充用した部分についての
　み平均利潤が成り立つ一方，商業信用の利用部分
　については利子を支払わねばならないと主張する
　(「金融資本論｣大月書店，林要訳, 242- 3 ペー
　ジ, 321-2ページ)．しかし，注(5)で指摘した
　通り，ヒルファディングの説明では，商業資本が
　産業資本に対して支払うべき商業信用の利子の源
　泉が問われ，ひいては自己資本に対する利潤率が
　平均利潤率を下回るという問題が生じるように思
　われる．というのも，卸売価格が投下された自己
　資本に対して平均利潤をもたらす水準に決まると
　すれば，支払うべき商業信用の利子の源泉は自己
　資本に対する平均利潤しかなぐ，結局その平均利
　潤から利子を控除した自己資本の利潤率は平均利
　潤率よりも下回るという不合理な羽目に陥るから
　である．従って，商業資本が商業信用を利用した
　場合利子の支払いの必要性を肯定しながら，自己
　資本部分に対する利潤率が平均利潤率を下回る帰
　結を生むヒルファディングの見解は，自己完結性
　をもたない説明であるというてよい．なお，商品
　仕入れに際して商業信用が利用される下での商業
　資本と商業利潤との関係についてのヒルファディ
　ングの議論の本格的批判は，森下二次也｢現代商
　業経済論｣235-43ページにある．
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